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はじめに 

 

一般財団法人企業活力研究所 ものづくり競争力研究会では、2009 年度の研究会発足以来、そ

の時々において我が国製造業が直面する重要な課題について調査研究を行ってきました。特に最近

の 5 年間は、製造業が IoT や AI といったデジタル技術をどのように活用できるのか、また、活用する

際の課題は何か等について様々な角度から分析をしてきました。5 年間の調査で明らかになった通り、

昨今のデジタル技術の発展は、製造業のあり方を根底から揺り動かす大きなインパクトを持っていま

す。そのため、我が国製造業がデジタル技術の活用に向けて危機感を持って早急に踏み出さなけれ

ば、将来の致命傷にもなりかねないというメッセージを提言し続けてきました。 

今年度のものづくり競争力研究会でも、デジタル技術の活用が我が国製造業の競争力維持・強

化の鍵を握っているという認識は継続しています。ただ、最近 5 年間の調査をもう一段階掘り下げる

ことを目指し、製造業がデジタル技術の活用を通じてどのような企業成長のビジョンを描けるのかと

いう視点からの分析にも取り組みました。本報告書で提起した「デジタル・プラットフォームの構築」は、

デジタル時代における新たな企業成長のあり方として、本研究会が考えた 1 つの解になります。 

また、本報告書は、企業のリーダーの方々、中小企業の経営者の方々に参考にしていただきたく、ケ

ーススタディを多く取り入れるとともに、できるだけ分かりやすい表現ぶりに努めました。ぜひ目を通し

ていただき、実際の業務に役立てていただければ幸いです。 

なお、本調査をとりまとめるにあたっては、座長の東京大学 未来ビジョン研究センター 客員研究

員 小川紘一氏をはじめ、8 名の有識者の方々に委員として参加いただきました。また、オブザーバー

として経済産業省製造産業局ものづくり政策審議室にも議論に加わっていただきました。 

研究会は 2019 年 9 月から 2020 年 2 月にかけて全 8 回開催し、先進的な取り組みを進める

企業 10 社に講師として講演をしていただき、講師と委員やオブザーバーの間で質疑応答もしていた

だきながら検討を重ねました。本報告書はこうした研究会での講演と質疑応答で出された意見や見

解を集約し、整理したものになります。 

ここに、研究会に参加いただいた皆様をはじめ多くの関係者の皆様のご協力に心からの謝意を申

し上げます。 

一般財団法人 

企業活力研究所 
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用語説明 

オープン化戦略i オープン＆クローズ戦略として語られることが多く、例えばデジタル・プラット

フォーム上では他者にも仕様を公開するオープン化による期待形成と、クロ

ーズ領域として生み出す差異化（利潤創出）とを同じプラットフォーム上で

共存させることで、オープン化が実質的に巨大なクローズ領域を作り出し

て寡占／独占化へ向かうように仕向けることができる。 

クラウド（クラウドコンピュー

ティング）ii 

データサービスやインターネット技術等が、ネットワーク上にあるサーバ群

（クラウド（雲））にあり、ユーザーは今までのように自分のコンピュータでデ

ータを加工・保存することなく、「どこからでも、必要な時に、必要な機能だ

け」利用することができる新しいコンピュータ・ネットワークの利用形態。 

デジタルトランスフォーメー

ションiii 

既存のビジネスから脱却して、新しいデジタル技術を活用することによって、

新たな価値を生み出していくこと。 

デジタル・プラットフォームiv 以下の 3 要件から捉えられるビジネスの「場」。 

① デジタル技術を用い、商品等提供利用者と一般利用者とをつなぐ

場（多面市場）を提供すること。 

② インターネットを通じ提供していること。 

③ ネットワーク効果（商品等提供利用者・一般利用者の増加が互いの

便益を増進させ、双方の数がさらに増加する関係等）を利用したサ

ービスであること。 

ネットワーク効果v 同じネットワークに属する加入者が多ければ多いほど、それだけ加入者の

効用が高まる効果。たとえば、SNS のようなサービスにおいては、同一の

SNS にたくさんの友人が加入すればするほど、多くの友人と SNS を利用

したコミュニケーションを図ることができ、その SNS の価値が高まる。 

ビジネスエコシステムvi エコシステムとは、生物学に由来する概念で生態系と訳される。ビジネスエ

コシステムはビジネスにおける多種多様な企業と企業間の相互依存関係

を指す。 

ビッグデータvii 利用者が急激に拡大しているソーシャルメディア内のテキストデータ、携帯

電話・スマートフォンに組み込まれた GPS（全地球測位システム）から発生

する位置情報、時々刻々と生成されるセンサーデータなど、ボリュームが膨

大であると共に、構造が複雑化することで、従来の技術では管理や処理が

困難なデータ群。 
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序章 

１．調査研究の背景と視座 

我が国製造業は、「カイゼン」や「擦り合わせ」といった生産現場での様々な取り組みによって、長

年にわたり高い競争力を維持してきた。その結果、「メイドインジャパン」の製品は、高い品質と性能を

武器に世界市場を席巻し、我が国としても「ものづくり立国」としての評価を得てきたところである。 

しかしながら、現在、我が国製造業をとりまく環境が大きく変化し、「モノ」の販売だけでは十分な

収益を上げることが難しくなっている。その要因として、わが国製造業が直面する２つの課題があると

考えられる。 

第一の課題は、デジタル化の進展によって引き起こされている。経済産業省の『2018 年版ものづ

くり白書』では、「ものづくり産業における『モノ』の生産という意味での競争力の源泉（熟練工の技

能の高さ、きめ細かな生産・在庫管理手法、精密な工作機械における微調整等々）がデジタル化によ

って相対化する一方で、そうした『モノ』それ自体に伴う競争、すなわち、品質、価格、納期といった次

元での競争ではなく、『モノ』を通じて市場にいかなる付加価値をもたらすのか、といった競争が生じ

ており、こうした前提の大きな変化に我が国ものづくり産業が十分に即応できていないという見方が

できる」（p.2）と指摘されている。 

第二の課題は、新興国の成長によってもたらされている。新興国、特に中国をはじめとするアジア諸

国は、人件費や材料費の安さを活かした工場誘致等により、1990 年代以降、わが国製造業の新た

な競合相手となってきた。さらに、近年では、第一の課題で挙げた製造業のデジタル化に上手く適応

し、高い付加価値を生み出す企業が新興国からも数多く現れてきている。 

これら２つの課題に対応し、引き続き、高い競争力を維持していくために我が国製造業にはどのよ

うな取り組みが必要なのだろうか。 

以上の問題意識にもとづき、今年度のものづくり競争力研究会では、「モノ」の製造・販売だけでは

十分に収益を上げることが困難となっている中でも、引き続き、企業成長を成し遂げている製造業者

を選定し、その事例を分析することにした。分析を進める過程で、これらの企業には、自社製品の販売

後に IoT を用いて顧客から利用データを取得し、新たなサービスやソリューションを提供する、いわゆ

る「XaaS1」に取り組んでいること、そして、この XaaS の取り組みを顧客全体、さらには外部のパート

ナー企業にまで広げて「デジタル・プラットフォーム」を構築していること、という特徴が見られた。 

デジタル・プラットフォームと聞くと、Amazon をはじめとする B to C の巨大なインターネットショッピ

ングサイトを連想する方が多いかもしれないが、今回扱った企業事例を見る限り、B to B が多い製造

 
1 XaaS とは「X as a Service」の略語であり、X の部分には様々な語が当てはめられている。元々は IT 業界で IaaS

（Infrastructure as a Service）、SaaS（Software as a Service）のように使用されていたが、現在では MaaS

（Mobility as a Service）という語が使われる等、IT 業界以外にも広がっている。本報告書では、X に「製造業」を当ては

め、「製造業が、IoT 等を活用しながら新たなサービスやソリューションを提供すること」という意味で XaaS を用いている。 
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業でも、IT ベンダー等の協力を得ながら独自のデジタル・プラットフォームを構築し、企業成長を成し

遂げることは可能である。これは大企業だけではなく中堅・中小企業でも可能であり、さらには完成

品メーカーだけではなく部品メーカーでも可能であると考えられる。 

そこで本報告書では、デジタル時代の新たな企業成長のあり方として、製造業におけるデジタル・

プラットフォームの構築が重要であると考え、デジタル・プラットフォームを構築するにあたっての「課題」

とその「解決のヒント」について取りまとめることとした。本報告書が、我が国経済を支える多くの製造

業者にとって、今後のビジネスを考えていく際の手引書として参考になるようであれば、非常に幸いで

ある。 

２．報告書の構成 

本報告書は、本論に加えて、補論、委員コラム、参考資料から構成されている。それぞれの内容は

以下の通りである。 

＜本論＞ 

第 1 章では、なぜ今、製造業がデジタル・プラットフォームの構築に取り組むべきなのかを説明する。

ここでは、まず、デジタル化が進展する中で価値創造のメカニズムが変化していることを概観し、その

うえで製造業が「モノ」の競争力に付随した領域で独自のデジタル・プラットフォームを構築すれば、

新たな企業成長へとつなげられることを指摘している。 

第 2 章では、製造業がどのようにすればデジタル・プラットフォームを構築できるのかについて、具

体的に B to B の製造業 4 社を取り上げ、ケーススタディを行う。ここでは、デジタル・プラットフォーム

構築のプロセスを大まかに 3 つのステップに当てはめて説明している。また、ケーススタディの結果を

踏まえ、製造業がデジタル・プラットフォームを構築する際の着眼点として「（1）課題解決をきっかけと

して取り組みを始める」、「（2）Win-Win 関係を重視したビジネスモデルを設計する」、「（3）データ

を利活用できる仕組みを設計する」の 3 つを挙げている。 

第 3 章では、製造業がデジタル・プラットフォームを構築する際の「課題」と「解決のヒント」を説明

する。その際、第 2 章で挙げた 3 つの着眼点を「1．デジタル・プラットフォーム構築のきっかけ」、「2．

デジタル・プラットフォームの構築に向けたビジネスモデルの設計」、「3．データの利活用」に整理し

直して分析を行った。各項目それぞれを Q&A 形式で記載しているため、関心のある項目をピックアッ

プして読むことも可能である。 

＜補論、委員コラム、参考資料＞ 

補論では、本論で扱った B to B の製造業とは性格の異なる 4 社について説明する。ここでは、異

業種や B to C のケーススタディの中から、製造業のデジタル・プラットフォーム構築に向けて参考とな

る情報を抽出し、整理している。また、より専門的な意見・考察について、本研究会の 3 名の委員から

コラム形式で執筆していただいている。そして、巻末には今回の調査研究で招聘した講師企業の企

業データと講演内容を参考資料として付記している。これらも本論と合わせてぜひご参照いただきた

い。 
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３．データの利活用

具体的な
構築方法は？

補論 デジタル・プラットフォーム構築に向けた参考事例

委員コラム

【課題１】 これからの企業成長の方向性をどうするか？

【課題２】 デジタル・プラットフォームの構築は何をきっかけに始まったのか？

【課題３】 価値の提供先はどこか？
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【課題８】 セキュリティ対策はどうすればよいのか？

参考資料 研究会招聘講師企業データおよび講演内容

構築する際の
ポイントは？
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第１章 なぜ今、製造業がデジタル・プラットフォームの構築に取り組むべきなのか 

「GAFA」という米国の巨大 IT 企業（Google、Apple、Facebook、Amazon）の頭文字を並べた

造語が広く話題になっている。加えて最近では「BAT」という中国の巨大 IT 企業（Baidu、Alibaba、

Tencent）の頭文字からとった造語も登場し、こちらも頻繁に見聞きするようになった。 

GAFA や BAT は、なぜこれほどまでに注目されているのだろうか。その理由の 1 つは、これらの企

業が指数関数的な急成長を遂げているからである。GAFA も BAT も設立から短期間で急速に企業

価値を高め、現在では世界の時価総額ランキングで上位を占めるまでになっている。 

GAFA や BAT は一括りに論じられることが多いが、それぞれのコア・ビジネスは大きく異なってい

る。たとえば、GAFA と呼ばれる 4 社の場合、事業内容と売上高に注目すると次のように整理ができ

る。Google は検索エンジンサービスをユーザーに無償提供し、そのユーザー向けの広告収入を第三

者から得て売上としている。Apple はファブレス中心の製造業であり、その売上の約 8 割を Mac、

iPad、iPhone 等の電子機器の製造・販売から上げている。Facebook は、広告収入が売上の大半

である点は Google と同様であるが、主たる事業は Facebook や Instagram 等の SNS の運営で

ある。Amazon はオンライン書店から始まり、現在ではありとあらゆる商品を取り扱う世界最大級の

EC 小売・物流業者である（図表 1）。 

しかし、GAFA や BAT は、B to C の巨大なデジタル・プラットフォームを構築してビジネスを展開し

ているという点では共通している。デジタル・プラットフォームについて、明確な定義は定まっていない

が、概して、複数の利用者がインターネット上でつながり、モノやサービスをやりとりする『場』であると

考えられている。このデジタル・プラットフォームの構築こそが彼らが「デジタル・プラットフォーマー」と

も呼ばれる所以であり、急成長をもたらした要因の 1 つである。 

ただ、このデジタル・プラットフォームを活用したビジネスは製造業とも決して無関係ではない。それ

どころか、モノ売りだけでは利益を上げにくくなっている現在の製造業にとっては新しい時代の企業成

長を考えるためのビジネスモデルとして極めて有効な手段であるといえる。製造業のデジタル・プラッ

トフォームの規模は、GAFA や BAT とは異なる場合が多いと考えられるが、IT ベンダー等とタイアッ

プしながら、独自のデジタル・プラットフォームを構築して企業成長を成し遂げることは十分に可能で

ある。したがって、製造業としては、GAFA や BAT のビジネスを他人事であると座視するのではなく、

むしろデジタル・プラットフォームを積極的に活用して企業成長につなげていく姿勢こそが今の時代ま

さに必要になってきている。 

なお、製造業がデジタル・プラットフォームを構築する際には留意すべき点もある。たとえば、製造業、

特にB to Bの製造業の場合は、自社製品を納入した顧客からデータ収集の了解を得られなければ、

そもそもデジタル・プラットフォームを構築できないことが予想される。B to B の顧客は個人ではなく

企業であるため、自社技術やノウハウに関わるデータの提供に対して抵抗感が強いからである。一

方、データ収集・活用について顧客の合意が得られさえすれば、他社には製造できない自社製品の

強みに立脚した価値提供が可能になり、お互いの信頼関係や Win-Win 関係のもとで持続的に収益

をあげることも期待できる。 
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以下、第 1 章では、GAFA や BAT 台頭の背景になった、デジタル化がもたらすインパクトを概説す

るとともに、製造業におけるデジタル・プラットフォームの特徴を一般的なデジタル・プラットフォームと

比較しながら整理することとする。 

 

図表 1 GAFA と BAT の売上高の内訳（2018 年）

 
（出所）総務省『令和元年版情報通信白書』、p.73 を元に作成 
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１．デジタル化がもたらすインパクト 

我が国企業においてもデジタル化の進展が自社の既存ビジネスに「既に影響が出ている」もしく

は「破壊的な影響をもたらす可能性がある」との認識が急速に高まっている2（図表 2）。デジタル化

はビジネスや経済にどのような影響を与えているのだろうか。本節では総務省『令和元年版情報通

信白書』の「第１節 デジタル経済の特質は何か」を参考に、製造業におけるデジタル化がもたらすイ

ンパクトについて考察する。 

図表 2 デジタル化の進展が自社の既存ビジネスの優位性や永続性に与える影響

 
（出所）総務省『令和元年版情報通信白書』、p.139 を元に作成 

（原出所）一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会・野村総合研究所（2019）「デジタル化の取組に関する調査」 

（注）2016 年度は「既に影響が出ている」の選択肢なし 

（１）デジタル化の特質を理解するための３つのキーワード 

同白書によると、デジタル経済の特質を理解するためには「デジタルデータ」「限界費用」「取引

費用」という 3 つのキーワードを押さえておく必要があると説明されている（図表 3）。 

図表 3 ３つのキーワードとデジタル経済の特質 

（出所）総務省『令和元年版情報通信白書』、p.127 

 
2 一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会・野村総合研究所（２０１９）「デジタル化の取組に関する調査」（https:

//juas.or.jp/cms/media/2017/03/Digital19_ppt.pdf）では、デジタルビジネスの定義を「IT の進化（AI, IoT, X

-tech, RPA など）によって、様々なヒト・モノ・コトの情報がデジタル的につながり、その情報の伝達速度や範囲、加工や分

析結果などの利活用によって、新たな商品、新たなサービス、新たなビジネスモデルなどを実現すること」としている。 
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あらゆる情報が
デジタルデータに

時間・場所・規模の制約を超越して
様々な経済活動が可能に

様々な情報を瞬時に広く
送信・共有することが可能
●「目的」としての情報
音楽、映像、ニュースなどの
いわゆる情報コンテンツ

●「手段」としての情報
調整、指示、報告、広告など

①市場で取引 or ②社内に取り込む
A社

B社／個人

A社

経済活動の主体（企業・人）間の
関係の再構築が必然に

コスト構造の変革により、②から①へ、
あるいは①から②への変化が必要となる

取引費用は企業の形や規模に影響

B事業部門
／社員

どちらの
取引費用が
安いか

データが価値創出の源泉に

ビッグデータ＋AIによる「未知の発見」

ICTの発展・普及により、人・
モノの状態・活動・動作を巡
る様々な情報がデジタルデー
タとして記録・収集可能に

経済活動に必要な複数の主体
の間のやりとりのコスト（取
引費用※）が変化
※　相手を探す費用、交渉する費用、
取決めを執行する費用

デジタルデータは、複製や伝
達が容易であり、これらを行
うための追加的な費用（限界
費用）がほぼゼロ
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① あらゆる情報がデジタルデータとして記録・収集可能になる 

１つ目のキーワードである「デジタルデータ」については、モノにまつわる様々な情報がデジタ

ルデータとして記録され、さらに情報が媒体（モノ）から切り離された点が画期的であると説明さ

れている。この結果、情報の伝達に必ずしも媒体が必要でなくなった。 

なお、情報が媒体（モノ）から切り離されたことが、結果的にハードウエアからソフトウエアへの

価値シフトにもつながっていると考えられる。 

従来、地図とは、紙への印刷物であり、道路地図や住宅地図など様々に利用されてきた。しかし、そ

れがデジタル地図として記録・収集されるようになると、その用途は一変し、利用価値は飛躍的に高

まった。たとえば、GPS と連携して現在位置を把握することで、最適な移動ルートを検索するナビゲ

ーションシステムとして利用できるようになっている。また、最近では 3 次元の高精度デジタル地図

が自動運転に欠かせない要素として注目を集めている。 

② 限界費用がほぼゼロになる 

２つ目の「限界費用」については、モノを生産する際にはそのための原材料費や人件費などが

追加的に発生するのに対し、デジタルデータは追加的な費用（＝限界費用）がほぼゼロで複製・

伝達が可能であると説明されている。これはデジタルデータが媒体とは切り離して情報処理が

可能になったことと深く関係している。 

本を増刷するには紙やインクといった原材料費、増刷の手配に必要な人件費、さらには配送のため

の物流費などが追加的に発生するが、電子書籍であれば複製・伝達の費用はほぼゼロに等しい。 

③ 取引費用が低廉化する 

３つ目の「取引費用」については、あらゆる経済活動には、複数の主体間のやり取りに関連す

る様々なコスト（＝取引費用）が発生するところを、デジタル化を支える技術の 1 つである情報通

信技術（ICT）を使えば、これらの取引費用を引き下げる効果があると説明されている。取引費

用は「相手を探す費用」、「相手と交渉する費用」、「相手との取決めを執行する費用」に大別さ

れるが、ICT を活用することでこれらの費用を安く抑えることが可能となる。 

洗濯機が故障して新たに買い換えたい場合、どの洗濯機が良いかを調べ、どこで売っているかとい

う店舗を調べ、店に出向いて価格や条件を店員と交渉したり、洗濯機の配送の確認をしたりと、様々

な金銭的・時間的コストがかかる。しかし、インターネットを活用することで、洗濯機を検索・注文し、

配送状況の確認をすることができ、これらの情報のやりとりにかかる費用も限界費用ゼロのため、

取引費用を引き下げることが可能となる。 
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これらの３つのキーワードの関係性は次の通りである。つまり、あらゆる情報が「デジタルデータ」

として記録・収集可能となった結果、複製・伝達には追加的コストがかからなくなり（限界費用ゼ

ロ）、情報のやり取りに関するコストが大幅に下がることで様々な経済活動のコストを抑えることが

可能（取引費用の引き下げ）になった、と整理できる。  
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（２）デジタル経済の特質―価値創造のメカニズムの変化― 

前項で整理した「デジタルデータ」「限界費用」「取引費用」という３つのキーワードは、次の①

②③で挙げる価値創造のメカニズムの変化というデジタル経済の特質を生み出している。 

このデジタル経済の特質は当然製造業にも当てはまる。IoT 等のデジタル技術により「モノ」を

介して顧客とつながることが可能となったため、「モノ」の売り切りが中心であった製造業のこれま

でのビジネスモデルに大きな変化が生じている。 

① データが価値創出の源泉になる 

あらゆる情報がデータとして記録・収集されることで、顧客から得られたデータを分析し、より

優れた体験価値を顧客に提供することが可能となっている。まさに、付加価値は「モノ」から「デ

ータを活用したサービスやソリューション」へと移行しつつある。供給者として顧客に一方的に価

値を提供するのではなく、顧客とつながりデータをやりとりすることで、顧客と一緒になって新た

な価値を作り込んでいくことができるのもデジタル経済ならではの特質といえる。 

製造業においてもモノの売り切りではなく、顧客とつながり、顧客から得られたデータを活用す

るなどして、サービスやソリューションといった価値を提供していくことが求められている。 

② 時間・場所・規模の制約を超越して様々な経済活動が可能になる 

ネットワークがつながっていればデジタルデータは即時に伝達可能であり、時間や場所の制約

を受けることはない。情報をコンテンツとして提供する際には、限界費用がほぼゼロという特性か

ら追加的な費用もほとんど発生しないため、市場の拡大へとつながりやすくなっている。 

また、デジタル化には取引費用を低廉化させるという特性もあるため、需要と供給のマッチン

グが容易になり、これまで販売機会が少なかったニッチな領域の開拓も可能となっている。いわ

ゆる「ロングテール市場」の開拓である。事実、クラウドファンディングを活用して新規事業開拓

に乗り出している企業もあり、これまで見えにくかった顧客と直接つながることでニーズを確実に

拾い上げ、ニッチな市場にも価値が見出されている。つまり、これまでは一定の規模がなければ

成立しえなかった市場での取引が可能となっている。 

なお、ICT などのデジタル技術の浸透は、「つながる利用者が多いほどより多くの利用者を獲

得できる」という「ネットワーク効果」を生じやすくしており、こちらも注目すべき価値創造メカニズ

ムの変化であるといえる。限界費用がほぼゼロである特性に加えて、ネットワーク効果も上手く

活用することで、戦略次第では、企業規模によらず、指数関数的な急成長も可能となっている。 

製造業においても、こうした時間・場所・規模の制約を超越した様々な経済活動が可能になっ

てきていることを前提にターゲットとする市場の見直しを行うなど、ビジネスモデルの再設計が求

められている。  
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③ 経済活動の主体間の関係の再構築が進展する 

デジタル化は、経済活動の主体と主体の間にも変化をもたらしている。たとえば、企業は取引

費用がどの程度発生するかを鑑みて内製するか外注するかを決めているが、ICT により取引費

用が低廉化しているため、改めて内と外とを巡る経営判断が求められている。つまり、取引関係

の見直しをはじめとして、経済活動の主体間の関係の再構築が進展している。 

製造業では他業界と比較しても安定的なサプライチェーンの構築が重視されてきたが、取引

費用のコストが引き下がることにより、製造業においても内部資源と外部資源の切り分けに柔軟

に対応する必要が生じている。たとえば、これまでの製造業は内部資源の有効活用という観点

から内製化を重視する傾向にあったが、取引費用が低いデジタル経済では外部パートナーとの

連携にも着目する必要がある。さらに、これまで製造業は量産効果でコストダウンを図るといった

供給側の視点に立ちやすく、大規模な設備投資が重視されてきたが、デジタル経済においては

「間接的なネットワーク効果3」に着目することも重要である。つまり、どのような組み合わせが価

値を最大化できるかが問われており、従来の取引関係を柔軟に見直すことも必要となっている。 

  

 
3 総務省(2007)『平成 19 年版情報通信白書』によると、間接的なネットワーク効果は次のように説明されている。「ある

財（例えばハード機器）とその補完財（例えばソフトウェア）が密接に関係している場合に、ある財の利用が進展すればする

ほどそれに対応した多様な補完財が多く供給され、それにより効用が高まる効果である。」（p.159） 
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顧客価値の変化 

デジタル経済は、企業だけでなく顧客が求める価値も変化させている。既存の調査からも、顧客は

企業に「モノやサービス」の提供だけではなく、何らかの感動を伴う「優れた体験」を求めるようにな

っている（図表 4、図表 5）。感動は人それぞれで異なるが、B to B のビジネスであれば、これまで得

られなかった利便性や快適性、安全や安心といった信頼性、そしてそれぞれの企業が抱えている課題

の解決などが該当するだろう。このような体験価値は、たとえば IoT を活用して顧客とつながることで

より提供しやすくなる。 

 

図表 4 顧客価値に関する調査

 

 （出所）Salesforce research（2018）,“State of the Connected Customer”, pp.6,32 

 （注）日本を含む世界 15 か国 16,723 サンプル（消費者及びビジネスバイヤー） 

 

図表 5 顧客価値に関する調査

 

 （出所）Salesforce research（2019）, “State of the Connected Customer”, pp.12,15,34 

 （注）日本を含む世界 15 か国 18,022 サンプル（消費者及びビジネスバイヤー）  
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また、モノを所有することよりも、モノを利用することで得られるサービスやソリューションが顧客に重

視されるようになっている。そのため、企業としては、モノや技術を起点とするのではなく、あくまでも社

会や顧客が求める価値とは何かというところを起点にビジネスモデルを設計する必要性が高まって

いる。しかしながら、経済産業省の『2019 年版 ものづくり白書』によると、製造工場で集めたデータ

をもとに顧客とのやりとりやマーケティングの効率化を実施している、もしくは実施する計画があると

いう回答はともに 3.9％と非常に少なく、データを顧客価値の創造へと十分に活用できていない現状

が浮き彫りとなっている（図表 6）。 

 
図表 6 工場で収集したデータの利活用の実態

 
 （出所）経済産業省（2019）『2019 年版ものづくり白書』、p.143 を元に作成 
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２．新たな企業成長のあり方としてのデジタル・プラットフォームとその構築プロセス 

デジタル化がもたらすインパクトによってビジネスのあり方が根本から変化している中、次々に台頭

してきたのが、本章の冒頭でも述べたデジタル・プラットフォーマーと呼ばれる企業群である。その代

表格である GAFA と BAT は、それぞれ程度の差こそあるものの、総じて売上高や営業利益を伸ばし

ている（図表 7）。彼らは、巨大なデジタル・プラットフォームの構築を通じたビジネスを展開すること

で、急成長を続けていると考えられている。 

図表 7 米国・中国のデジタル・プラットフォーマーの売上高・営業利益の推移 

 

（出所）総務省『令和元年版情報通信白書』、ｐ.74 

GAFA や BAT が構築するデジタル・プラットフォームは、ネットワーク効果が働きやすく競争の激し

い領域で、より多くの利用者を獲得したデジタル・プラットフォームが有利に立つ傾向にある。とはいえ、

GAFA や BAT が急成長を遂げているのは、ネットワーク効果で利用者を囲い込んでいるからだけで

はなく、その利用者のデータを活用して価値に転換しているからである4。 

つまり、デジタル・プラットフォーマーはいち早くデータを価値創出の源泉と位置づけ、そのデータを

デジタル・プラットフォームで効率的に集めている。加えて、データを活用して生み出した新たなサービ

スを提供するための有効なツールとしてもデジタル・プラットフォームを活用している。たとえば、

Google はインターネット検索された情報を活用して利用者の嗜好を分析し、カスタマイズした広告を

打つことで広告収入を得ている。Amazon はネットショッピングのデータを活用して利用者が求める

品揃えを拡充することができ、かつプライム会員向けの映像ストリーミングサービスなどのデータも生

かして顧客ニーズを分析し、オリジナルコンテンツの制作にも乗り出している。  

 
4 利用者の個人データの取り扱いが不透明であるという批判から、デジタル・プラットフォーマーに取引の公正化を求める

動きもある。欧州連合（EU）では 2018 年 5 月 25 日より「EU 一般データ保護規則（General Data Protection 

Regulation：GDPR）」の適用が開始され、データ利用に関するユーザーへの適正な説明や同意を求める必要があり、違

反した場合は厳しい制裁金を課せられる。日本でも 2019 年に政府の個人情報保護委員会で個人情報保護法の見直し

が行われ、企業が閲覧履歴等のデータを第三者に提供する際、提供先で個人情報となることが明らかな場合は利用者の

同意確認を義務付づけること等が盛り込まれた改正案が 2020 年 3 月 10 日に閣議決定された。 
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このように、データを価値創出の源泉と位置づけ、データ収集や提供の有効なツールとしてデジタ

ル・プラットフォームを活用することは、実は製造業の世界においても当てはめることが可能であると

考えられる。そこで、以下では GAFA や BAT を含む一般的なデジタル・プラットフォームの構築プロ

セスを次のような３つのステップに分けて整理し、それに対応させる形で製造業におけるデジタル・プ

ラットフォームについても整理を行う（図表 8）。 
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インターネットを経由して、モノやサービス
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収集・見える化したモノに付随するデータ
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Step3 
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ネットワーク効果でさらに「場」の利用者

が増え、より多くのデータも集まるという

好循環が形成される 

「場」を利用する顧客が増えることで、よ

り多くの顧客データを活用した新たなサ

ービスの提供ができるようになる 

オープン化戦略や外部パートナーとの連

携を行うことでネットワーク効果によるさ

らなる好循環が期待できる 

  

14



 
 

14 

 

このように、データを価値創出の源泉と位置づけ、データ収集や提供の有効なツールとしてデジタ

ル・プラットフォームを活用することは、実は製造業の世界においても当てはめることが可能であると

考えられる。そこで、以下では GAFA や BAT を含む一般的なデジタル・プラットフォームの構築プロ

セスを次のような３つのステップに分けて整理し、それに対応させる形で製造業におけるデジタル・プ

ラットフォームについても整理を行う（図表 8）。 

図表 8 一般的なデジタル・プラットフォームと製造業のデジタル・プラットフォームの構築プロセス 

 
一般的なデジタル・プラットフォーム 

の構築プロセス 

製造業のデジタル・プラットフォーム 

の構築プロセス 

従来のビジネス 
１対１のモノやサービスの取引（販売・購

入）が行われる 
顧客にモノを販売し、対価を受け取る 

Step1 

インターネットを経由して、モノやサービス

の取引が行われる「場」の仕組みをつく

る 

顧客への販売後に、そのモノに付随する

データを収集・見える化する「場」の仕組

みをつくる 

Step2 
「場」の利用者から得られるデータを活

用し、新たな価値を提供する 

収集・見える化したモノに付随するデータ

を活用し、新たな価値を提供する 

Step3 

「場」の利用者が増えることで、利用者

のデータから得られた価値を新たなサー

ビスとして提供できるようになる 

ネットワーク効果でさらに「場」の利用者

が増え、より多くのデータも集まるという

好循環が形成される 

「場」を利用する顧客が増えることで、よ

り多くの顧客データを活用した新たなサ

ービスの提供ができるようになる 

オープン化戦略や外部パートナーとの連

携を行うことでネットワーク効果によるさ

らなる好循環が期待できる 

  

 
 

15 

 

（１）一般的なデジタル・プラットフォーム構築の 3 ステップ 

まず、GAFA や BAT を含む一般的なデジタル・プラットフォームの構築は次のような３つのステッ

プで捉えることができる。 

【従来のビジネス】 

 従来のモノやサービスの取引は相対での 1 対 1 が基本であった。 

 

【Step １】 インターネット経由でモノやサービスが取引される「場」の構築 

 一般的なデジタル・プラットフォームでは、複数の人や企業がインターネットを経由してモノや

サービスを取引する「場」の仕組みをつくることから始まる。 

 インターネットを利用する多数の人に開かれている「場」がつくられることが多い。 

 「場」の参加者は、それぞれのモノやサービスを提供したり、利用したりする。また、「場」によっ

ては、モノやサービスの提供と利用を両方行う参加者がいる場合もある。 

 「場」でやりとりされるモノやサービスは、デジタル・プラットフォーマー自身の商品ではないこ

とが多い。 

 
 

インターネットショッピングサイトの運営会社は典型的なデジタル・プラットフォーマーである。デジタ

ル・プラットフォ－マーが構築したインターネット上のショッピングモールに事業者が出店してモノ・サ

ービスを提供（販売）し、利用者はその事業者からモノ・サービスを利用（購入）する。 

  

モノ・サービスを利用（購入）

モノ・サービスを提供（販売）

インターネット

モノ・サービスを利用（購入）

モノ・サービスを提供（販売）

モノ・サービスを提供（販売）かつ利用（購入）
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【Step ２】 「場」の利用者から得られるデータを活用した新たな価値の提供 

 デジタル・プラットフォーマーは「場」に集まったデータを活用して新たな価値を提供する。それ

がデジタル・プラットフォームの「場」としての魅力につながる。 

 この「場」で集められるデータは巨大なインターネットデータであり、それをビッグデータ化し、

AI で解析することで新たな価値が創造される。 

 

 

ネットショッピング利用者の購買データを、年齢、性別、職業、家族構成といった様々な利用者の属

性と絡めて分析することで、様々な消費性向を明らかにすることができる。 

【Step ３】 ネットワーク効果による好循環の実現 

 デジタル・プラットフォームが「場」としての魅力を高めると、「場」の参加者がさらに増加し、ネ

ットワーク効果による好循環が生まれる。 

 デジタル・プラットフォーマーとしても、「場」の参加者の増加でさらに収集できるようになった

大量のデータから新たな価値を次々に創造し、デジタル・プラットフォームとしての魅力を高め

る取り組みを行う。 

 

 

「場」の提供者は上記で得たようなマーケティング情報を活用して新しいサービスを次々と立ち上げ

ることができる。一方、「場」の利用者はワンストップで様々なモノやサービスの利用が可能となるた

め、さらにこのプラットフォームを活用するようになる。こうして、多くの利用者のデータが集まり続ける

好循環が実現されていく。 

新たな価値の創造

新たな価値を提供できる
プラットフォームの構築
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（２）製造業のデジタル・プラットフォーム構築の 3 ステップ 

次に、製造業のデジタル・プラットフォームの構築を同様の 3 つのステップで整理する。 

【従来のビジネス】 

 製造業も従来のビジネスは他業種と同様であり、相対でモノの取引を行う。 

 製造業の場合は、取引するモノの製造に強みがある。 

 

【Step １】 モノに付随するデータを収集・見える化する「場」の仕組みの構築 

 製造業のデジタル・プラットフォームは、自社製品の販売後に IoT を活用して顧客の利用デ

ータ等を収集・見える化する仕組みをつくることから始まる。 

 自社の顧客だけとつながるための「場」をつくることが多い。 

 「場」でのモノやサービスの提供者は基本的にデジタル・プラットフォーマーである製造業者

自身であり、モノやサービスの利用者は顧客である。 

 「場」で取引されるのは、デジタル・プラットフォーマーとなる製造業者のモノやサービスが中

心である。 

 

  

5 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

モノ モノ

対価

自社製品 製造メーカーA社

対価

6 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

モノ モノ

顧客データ顧客データ

自社製品 製造メーカーA社

モノへの対価

ネットワークを介して
やりとりする顧客データ
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【Step ２】 モノに付随するデータを活用した新たな価値の提供 

 製造業のデジタル・プラットフォーマーも「場」に集まったデータを活用して新たな価値を提供

する。それがデジタル・プラットフォームの「場」としての魅力につながる。 

 この「場」で集められるデータは製造業者が製造したモノから得られ、出所が明らかなことが

多い。また、モノとしての競争力が高ければ、そこから得られるデータの価値も高いため、製品

の持つモノとしての競争力が重要となる。 

 顧客から技術やノウハウに関わる貴重なデータを提供してもらう必要があるため、デジタル・

プラットフォーマー側のインセンティブ設計が特に重要となる。 

 

【Step ３】 オープン化戦略や外部パートナーとの連携を通じた好循環の実現 

 デジタル・プラットフォームが「場」としての魅力を高めると、「場」の参加者がさらに増加する。

ここで、オープン化戦略や外部パートナーとの連携を行うことでネットワーク効果が働き、さら

なる好循環が期待できる。 

 製造業の場合は、モノとしての競争力も活かした独自のデジタル・プラットフォームを構築でき

るため、規模が大きくなくてもデジタル・プラットフォームが成立する可能性がある。 

 デジタル・プラットフォームを構築した場合、モノではなくサービスの取引も発生するため、対

価の受け取り方として販売以外の方法を検討することも重要となる。 

 

7 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

モノ

データを活用した
新たな価値の提供

自社製品 製造メーカーA社

データを活用した
新たな価値の提供

モノへの対価

ネットワークを介して
やりとりする顧客データ

顧客データを活用して
生み出す新たな価値

モノ

8 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

モノ

新たな価値提供
に対する対価

モノ

外部パートナー

外部パートナー

データを活用して生み出す
新たな価値への対価

モノへの対価

ネットワークを介して
やりとりする顧客データ

顧客データを活用して
生み出す新たな価値

自社製品 製造メーカーA社

モノ

新たな価値提供
に対する対価

モノ
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【Step ２】 モノに付随するデータを活用した新たな価値の提供 

 製造業のデジタル・プラットフォーマーも「場」に集まったデータを活用して新たな価値を提供

する。それがデジタル・プラットフォームの「場」としての魅力につながる。 

 この「場」で集められるデータは製造業者が製造したモノから得られ、出所が明らかなことが

多い。また、モノとしての競争力が高ければ、そこから得られるデータの価値も高いため、製品

の持つモノとしての競争力が重要となる。 

 顧客から技術やノウハウに関わる貴重なデータを提供してもらう必要があるため、デジタル・

プラットフォーマー側のインセンティブ設計が特に重要となる。 

 

【Step ３】 オープン化戦略や外部パートナーとの連携を通じた好循環の実現 

 デジタル・プラットフォームが「場」としての魅力を高めると、「場」の参加者がさらに増加する。
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価の受け取り方として販売以外の方法を検討することも重要となる。 
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３．製造業のデジタル・プラットフォームの特徴 

GAFA や BAT を含む一般的なデジタル・プラットフォームと製造業のデジタル・プラットフォームを

それぞれ 3 つのステップに当てはめて比較すると、両者には「デジタル・プラットフォームが成立する規

模」と「データとその取り扱い」に違いがあることが分かる。この 2 点から製造業のデジタル・プラット

フォームの特徴をまとめると以下のように整理できる。 

まず、デジタル・プラットフォームが成立する規模について、製造業では、規模が大きくなくても「場」

の魅力があればデジタル・プラットフォームを成立させることが可能である。一般的には、「場」の参加

者数が一定規模以上なければデジタル・プラットフォームは成立しえない。しかし、製造業の場合はモ

ノ自体の競争力があればモノの比較優位性を活かして「場」の魅力度を高め、規模が大きくなくても

デジタル・プラットフォームを成立させることができる。製造業には多種多様な業種が存在し、産業デ

ータの活用方法も多様であるため、モノの競争力に付随した領域で成立するデジタル・プラットフォー

ムにも多様な形態が存在し得る。ただし、いずれにせよネットワーク効果を働かせて好循環を生むた

めには、デジタル・プラットフォームに情報が集まるような「場」としての魅力づくりが規模の大小にか

かわらず極めて重要になる。 

次にデータとその取り扱いについて、GAFA や BAT などのデジタル・プラットフォーマーが取り扱う

インターネット上で集めた巨大なビッグデータと、製造業が取り扱う産業用データには多くの違いが

ある。産業用データは工場や事業所など出所がはっきりしている。また、顧客の製造ノウハウに関する

データであるため、顧客はデータを出すことにセンシティブになる傾向が強い。したがって、顧客から

データを得るには、顧客にとっても意味のある価値を生み出すこと、すなわち、Win-Win 関係の構築

が必要であり、そのためのインセンティブ設計が極めて重要となる。また、顧客からデータを集めるう

えで守秘義務を締結するなど契約を取り交わす必要もあり、データの利活用に関する規制や法務に

関する知識も備えておく必要がある。 

9 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

デジタル・プラットフォームの規模（「場」に集まる参加者数）

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
し
て
の
魅
力
度

一般的なデジタル・プラットフォーム

規模：大 魅力：高
モノの強みを活かした

製造業のデジタル・プラットフォーム

規模：小～中 魅力：高
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なお、デジタル・プラットフォームでは、顧客にモノを提供する手段として製造業が従来から行ってき

た販売（売り切り）に限らず、レンタルやリース、または利用分のみチャージする課金サービスなど様々

な手段が考えられる。しかし、こうしたモノを提供する手段を問わず、モノを介していかに顧客からデー

タのフィードバックを得るかということがビジネスモデルを設計する際に最も肝要となる。 
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第２章 製造業におけるデジタル・プラットフォーム構築のケーススタディ 

第 1 章では、一般的なデジタル・プラットフォームとは異なる点もあるものの、製造業もモノの競争

力を活かした独自のデジタル・プラットフォームの構築によって企業成長が可能になることを指摘した。

では、具体的にどのようにすれば製造業はデジタル・プラットフォームを構築できるのか。第 2 章では

B to B の製造業を念頭に４社のケーススタディからこの点について分析を行う。 

ここで取りあげる 4 社のうち、建設機械を手掛けるコマツ、精密工作機械を手掛ける碌々産業、成

形機などを手掛ける英田エンジニアリングは、デジタル・プラットフォームを自社製品の顧客へのサー

ビスやソリューション提供、さらには自社の競争力強化や海外展開のツールとして活用している。一方、

創業以来、試作一品モノを数多く手掛ける精密機械部品加工メーカーの月井精密は、顧客からの発

注に対する見積り作成に苦労した経験を活かし、デジタル・プラットフォームを同業他社も活用できる

見積り業務効率化のツールとして活用している。 

各社のデジタル・プラットフォーム構築に至るプロセスを第 1 章で用いた 3 つの Step に合わせて

共通項目を括り出すと以下のようになる（図表 9）。ただし、実際のビジネスを厳密にStep1、Step2、

Step3 と振り分けることは困難であるため、あくまでも一つの目安としての括り出しである。 

図表 9 ケーススタディで取り上げる企業の特徴 

 コマツ 碌々産業(株) (株)英田ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 月井精密(株) 

事業概要 

主力品目など 

世界シェアトップの ICT

建機、ハイブリッド建機等

を生産販売するグローバ

ル企業 

１ミクロン以下の超微細

加工機を主力とする工作

機械メーカー 

成形機・造管機・専用機

等の独自技術を有する産

業機械メーカー 

航空宇宙など難易度の

高い部品の試作加工を

中心に手掛ける精密機

械加工部品メーカー 

Step1 

モノに付随するデータ

を収集・見える化する

仕組みの構築 

建設機械の稼働状況の

収集・見える化 

(KOMTRAX) 

微細加工機の状態の収

集・見える化 

(Advanced M-Kit) 

成形機の稼働状況の収

集・見える化 

見積りのビッグデータ化・

経営情報の見える化 

Step2 

モノに付随するデータ

を活用した新たな価

値の提供 

施工の高度化（ソリュー

ションの提供） 

(SMARTCONSTRUCTION) 

↓ 

プラットフォームのオープ

ン化(ソリューションの進

化) (LANDLOG) 

モニタリングによる加工

歩留まりの向上、予防保

全・早期トラブル解決・コ

ンサルティング等の提供 

(AI Machine Doctor, 

ROKU-ROKU Cloud 

Monitoring System) 

故障診断、設備保全等の

リモートメンテナンスシス

テムの提供 

データベース機能、マッチ

ング機能、見積り機能、経

営分析機能の提供 

↓ 

見積りサービスのプラット

フォーム化(TerminalQ) Step3 

オープン化戦略や外部

パートナーとの連携を

通じた好循環の実現 
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１．自社の競争力強化のツールとしてのデジタル・プラットフォーム 

（１）ケース 1：コマツ 

コマツの成長戦略は「ダントツ商品」→「ダントツサービス」→「ダントツソリューション」という３

つのフェーズから構成されており、これはデジタル・プラットフォーム構築に向けた Step1→Step3

の流れに合致しており、フェーズが進むにつれバリューチェーンは拡大していく。 

 

（出所）コマツウェブサイト「中期経営計画（2019 年度-2021 年度）」より抜粋 

【モノづくりの強み】 ICT 建機、ハイブリッド建機 

同社の主力製品である建設・鉱山機械において、「環境」、「安全」、「ICT」等の面で他社が数

年は追いつけない先進性を持つ商品のことを「ダントツ商品」と呼んでいる。建設機械はサイズや

使われ方が多様であるが、「ICT 油圧ショベル」「ICT ブルドーザー」「ハイブリッド油圧ショベル」

といったダントツ商品によって競争優位を維持している。 

ダントツ商品あってこそダントツサービスやダントツソリューションという考え方の下、ダントツ商品

を支えるキーコンポーネントであるエンジン、油機、コントローラーなどは自社開発・自社生産を基

本とし、日本国内で開発・生産を手掛けている。 

【Step 1】 建設機械の稼働状況の見える化 

同社がダントツサービスと呼ぶ KOMTRAX では、建設機械に設置された GPS や各種センサー

によって把握された車両の位置や稼働状況、燃料の残量などのデータが衛星や通信回線を介して



 
 

23 

 

コマツのサーバに集約される。これらのデータを活用することで、顧客の現場で建設機械の稼働状

況が見える化できる。 

KOMTRAX では稼働時間をベースに消耗品などの交換時期を知らせる機能を備えており、こ

れらの情報を代理店でチェックし、故障停止になる前に対応策をとることができるようになっている。

建設機械はライフサイクルが長く、機械の購入費以上にオペレーションコストが高くつくため、稼働

率の向上は顧客の収益に直結し、極めて重要な情報となっている。 

また、同社は世界中から集まる KOMTRAX のデータを活用して、マーケティングの需要予測や

設計へのフィードバックも行っている。 

【Step 2】 施工の高度化（ソリューションの提供） 

同社がダントツソリューションと呼ぶスマートコンストラクションは、同社の事業が「モノ」から「コト」

へと転換した象徴的な事業である。ダントツ商品でいくら機械の性能向上を図っても、施工プロセ

ス前後のボトルネックまで解消しないと顧客の生産性が上がらないという点に気づき、建設機械と

いう「モノ」単体の販売に終わるのではなく、顧客の施工現場におけるオペレーション最適化（コト）

を目指してスマートコンストラクション事業をスタートさせた。 

スマートコンストラクションの一例として、ICT 建機を現場に投入し、ドローンで現場を測量して現

況３D 地形データを作成し、３D 設計データをもとに、施工計画・施工データをつくる。その施工デー

タに基づき ICT 建機が自動的に作業をこなしていく。例えば、ブルドーザーのオペレーターが一人

前になるには 10 年かかると言われており、また、施工現場の測量作業にも人手と時間がかかる。

しかし、スマートコンストラクション導入により、ICT 建機による施工を可能としたり、ドローンによる３

D 測量等により、顧客の施工現場全体の管理・効率化に向けたソリューションの提供が可能となる。

ものづくりの現場では設計・製造ともに３D データが活用されているのに比べ、建設現場の施工の

やり方は近代化が遅れていた。同社が長年培ってきたものづくりのノウハウを施工現場に持ち込み、

施工現場のイノベーションを実現させた。 

【Step 3】 プラットフォームのオープン化（ソリューションの進化） 

スマートコンストラクションでは KomConnect（コムコネクト）というクラウドプラットフォームが開

発された。KomConnect には、①現況の３D 測量データ、②施工完成図面の３D 設計データ、③工

事を進める上での変動要因となる土質などの調査・解析データ、④施工計画・進捗状況のデータ、

⑤ICT 建機とのデータのやりとり、⑥完成後の３D 施工データなどが蓄積され、顧客も必要な時に

必要な情報をクラウドから引き出せるようになっていた。 

このスマートコンストラクションをより広めていくために、コマツの建設機械やソフトウエアだけで

はなく、様々なベンダーの機械やソフトウエアも使えるように、KomConnect のオープン化に踏み

切った。オープン・プラットフォームを引き継いだのが、2017 年 10 月にコマツが NTT ドコモ、SAP

ジャパン、オプティムと共同で立ち上げたランドログ社の「LANDLOG」という建設業界向けの

IoT プラットフォームである。 

LANDLOG は施工全体の合理化・効率化を図るためのデジタル・プラットフォームであり、その

ためにはコマツ１社での取り組みには限界があり、異業種のパートナーとも連携し、顧客に提供で
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きる価値を一層高めていく戦略への転換である。ネットワーク効果の活用やオープン化戦略をとる

ことでさらなる顧客の獲得が可能となる好循環をつくることで、持続的かつ発展的なデジタル・プ

ラットフォームの構築を目指している。 

なお、コマツは「モノからコトへ」の単純なシフトではなく、「モノ」×「コト」で事業全体のバリュー

を拡大させている。その要はデジタルデータの活用であり、デジタル・プラットフォームはデータを有

効活用するためのあくまでもツールとして威力を発揮している。 

 

（出所）ランドログ社ウェブサイト 

 

（出所）コマツウェブサイト「中期経営計画（2019 年度-2021 年度）」より抜粋 
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（２）ケース 2：碌々産業(株) 

碌々産業は微細加工機や高精度加工機などを製造販売している工作機械メーカーで、微細加

工機のリーディングカンパニーとしてグローバルニッチトップ戦略を展開している。 

【モノづくりの強み】 1 ミクロン以下の超精密加工機 

同社では加工精度 5μm（ミクロン）以下を微細加工機と位置付けており、最新機種の超高精

度高速微細加工機「P12-C genesis」では加工面の粗さ Ra2 ナノの精度を誇る。X、Y、Z の全

軸がリニアモーター駆動で、摺動面に油静圧ガイドを採用、主軸には特殊なエア静圧スピンドルを

用いる事によって、工具がどこにも接触せず宙に浮いている状態を作り、加工物を削り込むという

離れ技を実現している。 

これだけの精度を出すには装置単体では難しく、「最適の微細加工機」「最適のソフトウエア」

「最適の工具」「最適の加工環境」を全て揃えることで究極の加工精度を引き出す四位一体の取

り組みを重視している。四位一体により±0.5μの加工精度を実現させている。 

なお、同社は(株)由紀精密と共同で、小さいながらも数値制御による複雑な形状加工も行うこと

ができる卓上小型旋盤というユニークな商品も「VISAI」というブランドで製造販売を行っている。

第一号機である L-01 は省スペース設計で本体重量はわずか約 40kg、機械の高さが約

300mm、所要床面積が幅 800×奥行き 560mm というコンパクトさで、ミクロン単位の加工精度

をデスクトップ上で実現することができる。又クラウドを使って VISAI の遠隔操作が可能である。 

フラッグシップマシン「P12-C genesis」 VISAI の第一号機 L-01（エルワン） 

（出所）碌々産業 ウェブサイト 
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【Step １】 微細加工機の状態の見える化 

同社の加工機には「Advanced M-Kit」と呼ばれるオプション機能が提供されている。これは加

工設備の様々な部位の温度、電流値、主軸にかかる負荷、オイル温度、空圧機器の圧力や流量な

ど、様々な 36 項目のデータを見える化したもので、NC 装置に取り付けてモニターでログデータを

確認することができる。 

これまで熟練職人の判断に頼っていたところを、温度データを取得して熱膨張との関係などを分

析し、データをモニタリングすることで顧客が機械設備の変異を捉えることができるようになった。 

 

（出所）碌々産業 講演資料 

【Step 2】 モニタリングによる予防保全・早期トラブル解決・コンサルティング等の提供 

Advanced M-Kit で集めている 36 項目のデータをクラウドに吸い上げ、顧客のデータを分析

することで付加価値の高いサービスやソリューションを提供している。具体的には、①機械の状態の

モニタリングによる歩留まりの向上を図る、②予防保全による故障を未然に防ぎ早期トラブル解決

に結びつける、③最適加工条件のコンサルティング、などである。2017 年 10 月から加工機の稼

働状態を遠隔監視できるシステム「ROKU-ROKU Cloud Monitoring System（RCMS）」とし

て提供を開始した。 

 
（出所）碌々産業 講演資料 
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RCMS には 5 秒ごとに計測データが吸い上げられ、吸い上げたデータを活用したマップビューで

世界中の機械の稼働状況を把握することが可能となる。たとえば、日本にいながら中国の工場に設

置された機械のモニタリングを行い、歩留まり向上に結びつくコンサルティングを提供することも可能

となる。 

四位一体により±0.5μの加工精度を実現させているため、海外の顧客の中には自社工場でなか

なか歩留まりが上がらないケースもある。また、超精密加工機であるが故に、顧客自身ではデータを

分析して歩留まり向上に結びつけることが難しい。加工データをクラウドにあげることに顧客はセンシ

ティブになりがちであるが、歩留まり向上に結びつく加工条件出しといったコンサルティングには価値

を見出しやすい。このように、超微細加工といったモノづくり力に付随するデータを扱うことが同社の

強みとなっている。 

なお、RCMS の構築そのものは IT ベンチャーの(株)コアコンセプト・テクノロジーと協業し、同社の

リソースを活用することで短期間にクラウドを活用したサービスの提供が可能となった。 
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（３）ケース 3：(株)英田エンジニアリング 

英田エンジニアリングは建設資材や自動車部品などを加工するための成形機や造管機等を製

造販売しているほか、自動車部品なども手広く手掛けており、1994 年からは無人駐車場管理シス

テムの事業化を図り、現在は売上の約半分をコインパーキング事業が占めている。 

【モノづくりの強み】 成形機・造管機・専用機等の独自技術 

「ちょっと進んだモノづくり」を創業者精神として、他社には真似できない独自技術に裏付けられ

た成形機・造管機・専用機を製造販売している。成形機では設計から制御システムまでほぼすべ

ての工程を内製しており、省力化や自動化で顧客ニーズに応えている。精密チューブミルラインは

「NC 化による自動矯正システム」と「オンライン３次元断面形状計測システム」により、これまで限

られた熟練技術者を対象とした機械を、未経験者や女性でも高度な加工作業ができる画期的な

成形機へと一新させた。 

BURS21 FTL 精密チューブミルライン 

（出所）英田エンジニアリング ウェブサイト  

【Step 1】 成形機の稼働状況の見える化 

当初から成形機といった「モノ」の納入を目標とするのではなく、成形機を使用する顧客の側に

立ち、顧客が利益を出せること、現場が安全に装置を使えること、簡単に操作できること、に重点を

置いてきた。すなわち、モノづくりを行いつつも、同社は常に顧客の「生産性向上」「歩留まり向上」

「設備停止時間削減」「工数・費用の削減」を目標にものづくりに取り組んできた。特に顧客が一

番困るのは金型交換のタイミングで、顧客としてはできるだけ長く金型を使いたい、しかし不良品は

出したくないというジレンマがあった。同社の取扱説明書には定期的なメンテナンスを行うように依

頼しているものの、金型の寿命は製品や材料により異なるため、金型交換のタイミングはケースバ

イケースとなる。 

そこで、顧客に納品した冷間ロール成形機「BURS21」に様々なセンサーを装着して、成形機の

稼働状態を見える化し、金型交換のタイミングを察知したいと考えた。 

  

30



 
 

30 
 

 

（３）ケース 3：(株)英田エンジニアリング 

英田エンジニアリングは建設資材や自動車部品などを加工するための成形機や造管機等を製

造販売しているほか、自動車部品なども手広く手掛けており、1994 年からは無人駐車場管理シス

テムの事業化を図り、現在は売上の約半分をコインパーキング事業が占めている。 

【モノづくりの強み】 成形機・造管機・専用機等の独自技術 

「ちょっと進んだモノづくり」を創業者精神として、他社には真似できない独自技術に裏付けられ

た成形機・造管機・専用機を製造販売している。成形機では設計から制御システムまでほぼすべ

ての工程を内製しており、省力化や自動化で顧客ニーズに応えている。精密チューブミルラインは

「NC 化による自動矯正システム」と「オンライン３次元断面形状計測システム」により、これまで限

られた熟練技術者を対象とした機械を、未経験者や女性でも高度な加工作業ができる画期的な

成形機へと一新させた。 

BURS21 FTL 精密チューブミルライン 

（出所）英田エンジニアリング ウェブサイト  

【Step 1】 成形機の稼働状況の見える化 

当初から成形機といった「モノ」の納入を目標とするのではなく、成形機を使用する顧客の側に

立ち、顧客が利益を出せること、現場が安全に装置を使えること、簡単に操作できること、に重点を

置いてきた。すなわち、モノづくりを行いつつも、同社は常に顧客の「生産性向上」「歩留まり向上」

「設備停止時間削減」「工数・費用の削減」を目標にものづくりに取り組んできた。特に顧客が一

番困るのは金型交換のタイミングで、顧客としてはできるだけ長く金型を使いたい、しかし不良品は

出したくないというジレンマがあった。同社の取扱説明書には定期的なメンテナンスを行うように依

頼しているものの、金型の寿命は製品や材料により異なるため、金型交換のタイミングはケースバ

イケースとなる。 

そこで、顧客に納品した冷間ロール成形機「BURS21」に様々なセンサーを装着して、成形機の

稼働状態を見える化し、金型交換のタイミングを察知したいと考えた。 

  

 
 

31 
 

 

【Step 2】 故障診断・設備保全等のリモートメンテナンスシステムの提供 

リモートメンテナンスの有償の保守契約を締結してもらった顧客とは守秘義務契約を締結し、稼

働状態の常時モニタリングによる様々なサービスを提供する。基準値を超えた箇所を指摘したり

（不具合の自動アラート機能）、金型の交換時期を事前に通知することもできる。また、生産情報も

把握できるため、顧客は工場の外にいても生産情報を把握することができる。 

今の時代、顧客の工場ではソフトウエア技術者や生産技術者が減少しつつあり、初歩的なミス

でも顧客が気づかないこともあり、同社のリモートメンテナンスを組み込んだデジタル・プラットフォ

ームには今後も顧客の需要が見込まれるとしている。 

 

（出所）英田エンジニアリング 講演資料 

なお、同社は無人駐車場機器の生産を契機にコインパーキング事業にも参入し、「iPark’n コン

シェル」という駐車場遠隔管理運営システムもつくり、駐車場ビジネスでも AI とビッグデータを活

用したデジタル・プラットフォームを構築している。駐車場ビジネスでは大学の研究者と連携してお

り、クラウドに集めたデータを利活用して、専門家のもつ高度な解析技術と組み合わせることでより

高次元のコンサルティングサービスの提供を目指している。 
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２．新規事業のビジネスモデルのツールとしてのデジタル・プラットフォーム 

（１）ケース 4：月井精密(株) 

2004 年に創業者である祖父の会社を引き継いだ現社長は工場の NC 化に取り組み、勘と経

験に依存した高齢技能者による手作業中心のものづくりから、最先端の 5 軸加工機を平均 20 歳

代の社員が操作する工場へと大きく生まれ変わらせた。しかし、世の中に存在しないような一品モ

ノを生産する同社にとって、参考になるベンチマークがないだけに見積りは未だ「勘と経験と度胸」

の旧態依然とした状況にとどまっており、残業も多く、社長も含めて見積り担当者は過酷な状況に

置かれていた。 

このように、熟練による手作業のものづくりから若手による最先端の NC 加工機へと工場の中の

生産工程が急速にデジタル化されていく中で、収益に直結するデリケートな部分にもかかわらず見

積りは感覚的に決められており、直接利益を生まない「ゼロ円業務」としておろそかにされていた。

そこで、デジタル化から取り残されていた調達、調達の中でもさらにアナログな見積り作業の効率

化、さらには経営改善に役立てることを目的に、同社はこれまでに存在しないようなユニークな見

積りプラットフォームを立ち上げた。 

プラットフォームビジネスへと展開したのは、現社長自身が見積り業務のノウハウを知らずに事

業継承して大変功労したことにある。先代社長は職人気質で、前述したように「勘と経験と度胸」

による見積りが行われており、見積りができる一人前になるまでには時間がかかる。膨大な手間が

かかり、豊富な経験やノウハウも必要とする見積り業務を支援するツールを開発すれば、同業他社

の見積りを支援するツールとしてビジネスになるのではと考えた。 

【モノづくりの強み】 ロケットや人工衛星等に搭載される難易度の高い精密加工部品 

月井精密は創業時より試作一品モノを数多く手掛ける精密機械部品加工メーカーであったが、

現社長になって工場設備を刷新し、熟練工でなくても一定の品質が出せるものづくりを実現した結

果、今では超精密加工が要求される医療や宇宙の領域にも進出している。特に精密切削加工に

強みを有し、小型探査機の「はやぶさ」や国産ロケット「H-ⅡA ロケット」に搭載された部品も手掛

けている。 

【Step 1】 見積りのビッグデータ化・経営情報の見える化 

図面には見積りに必要な様々な情報が記載されているにもかかわらず、同社では失注すると廃

棄していた。つまり、ノウハウをゴミ箱に捨て続けてきたことになる。そこで、まずは自社の見積りデー

タを収集するところから着手した。 

次に、他社も同様の悩みを抱えていたことから、他社の情報も一緒に収集していくことで、貴重な

ビッグデータになるのではないかと考えた。そこで、自社で作成していた見積りシステムをソーシャ

ルネットワーク化し、無償で様々な工場の人たちに利用を呼びかけた。その結果、短い期間で大量

のデータを収集することができた。  
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こうして集めた見積りを通じて各社の得意技術も明らかにできるため、ビッグデータを AI で分析

して独自の評価点システムを確立したり、加工先を探す際の検索エンジンに活用できたりしないか

とも考え、プラットフォーム構築への発想へとつながっていった。 

【Step 2】 データベース機能、マッチング機能、見積り機能、経営分析機能の提供 

ソーシャルネットワーク化して集めた見積りビッグデータを分析することで、「データベース機能」

「マッチング機能」「見積機能」「分析機能」という４つの特徴的な機能を開発した。 

＜データベース機能＞ 

過去の図面、見積り内容、加工履歴などを一元管理し、過去の見積り内容を「案件名」「顧客名」

「品名」「月日」などで素早く検索できる。 

＜マッチング機能＞ 

これはフェイスブックの発想をヒントに開発した機能で、特許も取得している。具体的には、①タウ

ンページ感覚で協力工場と新規顧客を素早く検索できる、②展示会・交流会などで、その場での

見積り依頼や金額回答が可能となる、③SNS 感覚で素早く見積り依頼ができる（相見積りは３社

まで）、④図面を見ながらシステム内チャットができる（電話、FAX、メールは不要）。操作の簡易性

や迅速性はもちろん、チャットでのやり取りが永遠に残るので、見積り担当者が変わっても「言った」

「言わない」といった揉め事を避ける手段としても活用できる。 

＜見積機能＞ 

社内工程の算出と予測加工時間から原価を算出し、売価を決定できる。「単価」×「時間」とい

うシンプルな計算方式であるが、単価は工程や作業員のレベルに応じて事前に登録を行う。 

＜分析機能＞ 

過去の見積りのデータに受失注の実績や工数の実績を登録できるため、受失注分析と利益管

理で自社の強みを把握したり、競争領域と協調領域を明確化したり、経営戦略・営業戦略・改善会

議の議題が見えてくる。 

 
（出所）TERMINALQ ウェブサイト 
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【Step3】 見積りサービスのプラットフォーム化 

上記のような機能を備えた「TerminalQ」クラウド見積りプラットフォームサービスを 2017 年 9

月から開始し、2020 年 3 月現在、加盟企業は国内外で 1,500 社を超え、１日あたり 2,000 枚

ほどの図面がやりとりされる見積りプラットフォームに発展している。同社は 2015 年に(株)NVT

（2020 年１月に(株)TERMINALQ へ改称）を設立し、「TerminalQ」はこの子会が運営してい

る。 

料金体系は、初期費用はかからず、月額の定額制としており、基本機能（データベース機能、マッ

チング機能、見積機能、経営分析機能）については月額 5,000 円からの提供となっている。 

この他にも様々なオプション機能を備えており、加工先への見積り依頼選択画面に企業広告を

掲載できるサービス（３万円～）、見積り代行サービス（１５万円～）、TerminalQ のセットアップサ

ービス（４万円～）、見積り改善コンサルティングサービス（30 万円～）、工場内 IoT 化支援サービ

ス（30 万円～）などの各種サービスを提供している。なお、タブレットの販売、システムのセットアッ

プなどは大塚商会が販売代理店として担当している。 

 

（出所）月井精密 講演資料 

現在も TerminalQ の機能強化に取り組んでおり、携帯電話からでも一定の機能を利用できる

よう「スマートフォンアプリへの対応」や、スケジュールに空きのある協力企業に見積り依頼ができ

る「企業間での工程進捗やスケジュールの連携機能」、そして同社のデジタル・プラットフォーム上

に蓄積されたビッグデータと AI を活用した「AI による完全自動見積り機能」の開発などに取り組

んでいる。具体的なマイルストーンとしては、2021 年 7 月には AI 工程算出サービスを、2022 年

1 月には AI 製作依頼先選定サービス開始を予定している。 

なお、TerminalQ の開発は偶然知り合った大学の情報工学を専門とする研究者が主導してお

り、クラウドサービスを熟知している大企業に勤務していたプログラマーや学生なども引き入れ、開

発チームを編成して開発を行った。 
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3．4 つのケーススタディから見える 3 つの着眼点 

以上の 4 つのケーススタディから、製造業がデジタル・プラットフォームを構築する際には、主に次

の３つの着眼点があることが認められた。 

（１）課題解決をきっかけとして取り組みを始める 

「モノの所有からモノの利用へ」、「ハードウエアからソフトウエアへ」といった顧客価値の変化が

背景にあるとはいえ、各社とも製造業からサービス業への転換を目指しているわけではない。そうし

た業種業態ありきで考えるのではなく、自社や顧客が抱える課題を解決するところが元々の着眼

点であり、課題解決を通じて新たな価値の創出に結び付けようとしている。その結果、ものづくりと

いう本業を活かし発展するためのツールとしてデジタル・プラットフォームが有効活用されている。 

（２）Win-Win 関係を重視したビジネスモデルを設計する 

各社が活用したいデータは顧客の手元にある。したがって、顧客からデータを提供してもらうた

めのインセンティブ設計が重要となり、デジタル・プラットフォームにデータを集めるために顧客との

Win-Win 関係の構築を重視している。 

また、デジタル経済の特質の１つに「経済活動の主体間の関係の再構築」が挙げられたように、

一人勝ちを目指すよりも異業種や同業種も巻き込んで、パートナー企業とも Win-Win 関係を構築

しようとする傾向もみてとれる。 

（３）データを利活用できる仕組みを設計する 

製造業の場合は、顧客の持つセンシティブなデータを取り扱うことが必要になり、顧客側にデー

タ提供に対する抵抗感が強い。特にクラウドに情報を上げることには不安を感じる顧客は多い。そ

のため、データの取り扱いは慎重に行い、データを提供してもらうための動機づけや、データを取得

するうえでの競争領域や協調領域の仕分けといったオープン＆クローズ戦略を重視している。 
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第 3 章 製造業がデジタル・プラットフォームを構築する際の「課題」と「解決のヒント」 

第 2 章では、B to B の製造業 4 社のケーススタディから、具体的なデジタル・プラットフォームの

構築プロセスを 3 つのステップに当てはめて説明し、製造業がデジタル・プラットフォームを構築する

際の着眼点を３つに整理した。３つの着眼点は、製造業がものづくりの強みを活かして独自のデジタ

ル・プラットフォームを構築する際に手がかりとなるものであるが、同時に製造業がデジタル・プラット

フォームを構築する際の「課題」でもある。 

そこで、第 3 章では、第 2 章で考察した 3 つの着眼点を、製造業がデジタル・プラットフォームを構

築する際の「課題」として、それぞれ「1．デジタル・プラットフォーム構築のきっかけ」、「2．デジタル・プ

ラットフォームの構築に向けたビジネスモデルの設計」、「3．データの利活用」と整理し直し、分析を

行う。また、これらの「課題」に対する「解決のヒント」を、第 2 章で扱ったケーススタディの内容を引用

しながら Q&A 形式で示すこととする。 

 

１．デジタル・プラットフォーム構築のきっかけ 

ケーススタディで扱った 4 社すべてが、デジタル・プラットフォームの構築そのものを最初から目的

とはしておらず、自社が永続的に発展していくための企業成長のあり方を模索する中でデジタル・プ

ラットフォームの構築へとつながる着想を得ている。また、顧客や自社、そして社会の抱える課題の解

決に取り組むことが、具体的なデジタル・プラットフォーム構築のきっかけとなっている。 

  
 

【解決のヒント】 時流を読み、ビジネスモデルへの気づきを得る 
 

ビジネス環境が大きく変化する中ではモノ売りだけでは利益が出にくく、今までと同じやり

方では企業が永続的に成長・発展していくことは難しくなっている。また、デジタル化は取引費

用を引き下げる効果があるため、同業や異業種・ベンチャー企業は重要なパートナーにもなり

得る時代となっている。 

このように、常に事業環境の変化を踏まえて新しい価値を生み出し、それを収益化していく

仕組みが必要とされており、ケーススタディにおいても、事業環境をとりまく大きな潮流を見据

えて、デジタル・プラットフォームへとつながる気づきを得ている。  

【課題 1】 これからの企業成長の方向性をどうするか？ 
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■ コマツ 

「モノからサービスへと言われているが、建設機械は非常にライフサイクルが長い商品で、

モノを販売した後のアフターサービスビジネスは当社ではすでに収益ビジネス化されてお

り注力してきていた。今後、販売台数が大きく伸びにくい中で、単なるアフターサービスだ

けではない、当社ビジネスの成長源を改めて見直す必要に迫られていた。」 

 

■ 碌々産業 

「たまたま知人を介して知り合ったドイツ IT 企業の日本法人社長からドイツのインダスト

リー4.0 の構想を詳しく聴く機会があり、工作機械産業の今後のあり方を考える非常によ

い機会となった。」 

■ 英田エンジニアリング 

「当社は装置メーカーであると同時に、当社自身がファナックをはじめとする数多くの製

造装置のユーザーでもある。他社に支払うアフターサービス料金の高さ故に、当社も『モ

ノ』売りからサービスやソリューションで稼げる企業へ転身を図りたいと考えるようになっ

た。」 

■ 月井精密 

「クラウドや SNS が普及する前から、長年にわたりゼロ円業務である見積り作業をなんと

か効率化したいと考えていた。電話・メール・FAX を使った 1 対 1 のコミュニケーションで

1 対多数とがやり取りする見積り作業をこなすのに限界があると感じていた。その後、

SNS が急速に普及し、Facebook からは『友達申請の発想がクラウド見積りサービスに

使えるのではないか』との発想を得て、足かけ７年くらい構想を練ってきた。」 

  

39



 
 

40 
 

 

  
 

【解決のヒント 1】 顧客が抱える課題の解決に取り組む 
 

自社の製品を購入してくれた顧客が困っていることを解決したい、自社の製品を活用して

生産性を上げてもらい顧客の収益拡大に寄与したい、といった顧客起点がデジタル・プラット

フォーム構築への動機づけとなっている。 

■ コマツ 

「当初は ICT 建機の導入で生産性向上を試みたが顧客の生産性は向上せず、顧客のオ

ペレーション全体の最適化を図る必要性に迫られた結果、スマートコンストラクション事業

に至った。」 

■ 碌々産業 

「AI Machine Dr.の発想は『遠隔医療』と同じである。微細加工機はオリンピック選手の

ように常に最高の体調を整える必要があり、顧客のオペレーターでは対応できない変異

を読み取り、遠隔地からマシンドクターのように機械の健康管理を行う必要があることか

ら、AI Machine Dr.を開発しようと考えた。遠隔でマシンの体調管理する事で顧客の加

工歩留まりの向上、生産性の向上が図れる。」 

■ 英田エンジニアリング 

「顧客が最も困ることは、ある日突然機械が止まることである。当社が顧客へ納品した装

置の取扱説明書には金型交換の目安やメンテナンスについて記載しているが、金型をぎ

りぎりまで使いたい顧客もおり、また金型の寿命は材質や使い方にも影響される。そこで、

金型の寿命を当社が見極め、メンテナンスサービスとして付加価値を出したいと考えた。」 

 
 

【解決のヒント 2】 自社が直面する課題の解決に取り組む 
 

元々のきっかけは自社が困っていることの解決であったが、自社が困っていることは同業他

社も同じではないかと気づき、それがデジタル・プラットフォームの構築へとつながったケース

もある。 

■ 月井精密 

「工場の中がどんどんデジタル化されていく中、見積り業務は未だに一部の特殊な能力

を持った人による勘と経験と度胸に依存しているアナログの世界で、収益に直結するデリ

【課題２】 デジタル・プラットフォームの構築は何をきっかけに始まったのか？ 
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ケートな部分にもかかわらず感覚的に決められており、直接利益を生まない『ゼロ円業務』

としておろそかにされていた。この見積り業務をもっと合理的にできないかと考えていた。」 

「自身が見積り業務のノウハウを知らずに事業継承して大変苦労したことから、見積りを

システム化したらビジネスになるのではと考え、少しずつ構想を練り、「ゼロ円業務」に新

しい価値をというコンセプトで TerminalQ を立ち上げた。」 

 
 

【解決のヒント 3】 社会課題の解決に向けた価値の創出に取り組む 
 

製造業も深刻な労働力不足という社会課題に直面しており、その課題解決に向けた取組み

がデジタル・プラットフォームの構築へとつながったケースもある。 

■ コマツ 

「全産業で労働力不足が深刻化しているが、中でも建設業界は入職者も少なく、大変な

労働力不足に直面しており、一人あたりの労働生産性向上が必要不可欠。しかも建設業

の 94％は従業員 10 名くらいの非常に小規模な会社で、我々が目指す労働生産性を上

げていくというお客様の産業の課題解決方法は、まさにこの小さい会社の方々にこそ実現

しなければいけないと考えた。」 

■ 英田エンジニアリング 

「最近大手企業では経営効率を優先してソフトウエアや生産技術の人材を減らしており、

初歩的なミスに気付かないことも多い。顧客の機械や現場の状況を当社が把握する必

要性は高まっており、それを実行するためにもリモートメンテナンスシステムは今後ますま

す重要になってくるのではないかと考えている。」 
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２．デジタル・プラットフォーム構築に向けたビジネスモデルの設計 

デジタル・プラットフォームが成立するには「場」としての魅力を高め、データが集まる好循環をつく

る必要がある。そのためには顧客との Win-Win 関係の構築をはじめとするビジネスモデルの設計が

極めて重要となる。したがって、誰を相手に（Who）、どのような価値を（What）、どうやって（How）提

供するかを考える必要がある。また、製造業がデジタル・プラットフォームの構築という新たな取り組み

を進めるためには、必要な技術・人材・情報を確保する工夫も必要になる。 

 

  

 

【解決のヒント】 価値を提供する領域を定める 
 

デジタル・プラットフォームを構築する際、「誰を相手にサービスを提供するのか」が明確で

ある必要がある。こうしたサービスの提供先を明らかにしていなければ、どのようなサービスに

価値があるかを見極めることができないからである。 

サービスの提供先は自社製品を販売している顧客とは限らない。自社製品を利用している

エンドユーザーであったり、同業他社になったりする場合もあり得るので、「モノ」の提供先とは

別に「コト」の提供先を検討する必要がある。 

■ コマツ 

「当社は建設機械という『モノの価値』ではなく、『コト価値』に向かって少しずつ変わりつ

つある。建設機械の販売先だけではなく、その建設機械を活用するエンドユーザーである

顧客の土木工事の現場のオペレーションを『コト価値』の領域に設定し、そこで安全性の

向上と生産性を上げ、コマツが顧客と一緒になって利益を生み出すと決めた。」 

「建設機械という生産財だけでは顧客のオペレーションの中で生産性向上に役立つ部分

は極めて限られていた。建設会社のお客様が仕事を受託してから施主に納めるまでの全

ての範囲を、顧客の立場に立ってコマツの製品及びサービスでサポートしようと考えた。」 

■ 月井精密 

「自身が見積り業務のノウハウを知らずに事業継承して大変苦労したことから、自社の悩

み（見積り）は受託加工をしている同業にとっても共通の悩みであり、見積りのシステム化

という課題解決のツールは他社にとっても価値がある、すなわちビジネスになると考え、受

注型の企業５万社をターゲットとし、クラウド化して同業他社に ID とパスワードを発行し

た。」  

【課題３】 価値の提供先はどこか？ 
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【課題３】 価値の提供先はどこか？ 
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【解決のヒント】 顧客目線で考える 
 

新たなサービスを提供するためには顧客データの収集・活用が必要不可欠となる。したがっ

て、デジタル・プラットフォームを設計するうえでは「顧客がデータを提供してでも得たいと思え

るのはどのような価値なのか」を見つけ出す必要がある。 

ケーススタディでは、ものづくりで培ってきた技術力や経験を生かし、自社にしか提供できな

いノウハウを提供することで顧客の生産性や収益力の向上に寄与するサービスや、ベテラン

技能者などの人材不足へ対応するサービスなどが提供されている。 

■ コマツ 

「日々の施工作業は全くデジタル化されておらず、現場作業は目で見たり、報告を耳で聞

いたり、頭で考えたり、紙で集計されたもの、こういったものを下の現場から全部上に上げ

ていって管理している。非常に複雑な工程で時間がかかる上、手戻りも多い。これをすべ

てデジタル化し、入札前に設計・施工まで全て正確にデジタル上でシミュレーションできる

ようにし、かつ、PDCA を高速に回すことができれば非常に大きな価値が生まれる。」 

「顧客にとって労働力不足は極めて深刻な課題となっている。未熟練者でも操作できる

ICT 建機を開発して生産性を引き上げようとしたが、モノだけで生産性を高めるには限

界があり、顧客のオペレーション全体というコトを最適化するシステムが必要だと考えた。」 

■ 碌々産業 

「四位一体により±0.5μの加工精度を実現させている当社の微細加工機を購入される

顧客が、海外の工場で同じような加工精度が再現できずにいる。怒られて工場を見に行

くと、そもそも工場の環境がミクロン単位の精度を出す条件を維持できていない。そこで、

当社が顧客と一緒になって機械加工機をモニタリングして、常に最適な稼働状態を維持

できるよう、予防保全や微細加工のコンサルティングができるシステムを構築した。顧客

にとっても歩留まり向上が最大のメリットになる。」 

■ 英田エンジニアリング 

「顧客の設備と当社のコンピュータをつなぐことによって、不具合の早期発見や消耗品の

情報提供が可能となり、顧客の機械停止のロスを防ぐことができる。また、顧客の設備の

システム更新等も遠隔地からリモートで行うことができる。さらに、リモートメンテナンスを

活用して、顧客自身で機械を修理することも可能となる。当社がどういうサービスを提供

すれば、お客様の企業活動が活性化されるのかということを常に考えてものづくりを行い、

サービスの提供をしていくというのが当社の考え方である。」 

【課題４】 どのような価値を提供すればよいのか？ 
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「大手企業の工場ではソフトウエアや生産技術の人材が減り、本当に初歩的なミスでも

気づかないことが増えている。リモートメンテナンスで顧客の機械の状態を把握し、チョコ

停を含めた設備停止時間を削減することができる。」 

■ 月井精密 

「見積り業務は非常に煩雑な業務で、社内の工程の算出、作業者担当の決定、加工時間

の決定、社内の経費算出、外注や協力会社を探しての見積り依頼、それら全てを網羅し

て見積り書にしてメールで送信する。この一連の非常に煩雑なやりとりがあった後に、結

果としてその見積りが適切だったのかどうかを分析し、レートを修正していく。しかし、この

PDCA を回せている会社は世の中にほとんどないことがわかった。電話、メール、ファクス、

CAD ソフト、エクセル、電卓、販売管理ソフトといった見積りの七つ道具と呼ばれるツール

があり、これらを使いながらやっていくので、どうしても情報が散ってしまう。これを一つに

まとめたのが『TerminalQ』という仕組みで、受注型企業がもっと合理的な見積り算出と

受け答えのコミュニケーションがとれるシステムを開発した。」 

「見積りは勘と経験と度胸と言われるが、それではいっこうに利益が出ない。ベテランでは

なくても、狙い通りに利益が出せるような見積りをシステム化し、さらに効率化を図りたい

と考えた。」 
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【解決のヒント 1】 まずは市場に出して市場の反応を見る 
 

ソフトウエアやサービスは市場に出した後でも顧客ニーズを踏まえて機動的に修正やアッ

プデートをかけることができる。よって、完璧に作り込むところに時間をかけるのではなく、でき

るだけ早く広く市場に出して認知してもらい、市場の声を拾いながらフィードバックをかけてい

く方法も必要となる。不良品が出ないよう完璧に製品を作り込んでから市場に出してきた従来

からの「ものづくり」とは異なる発想・マネジメントが必要とされる。 

■ コマツ 

「コマツのものづくりは『品質と信頼』を追求している。そのため、お客様に商品を届ける

には、まずは 100 点満点の商品を開発し、品質検査をしっかり行ってから市場に出すとい

う手順を踏んでいる。しかし、スマートコンストラクションの場合は新しい技術を世界中か

ら集めてきて、10０点満点でなくとも市場に導入し、お客様に活用頂きながら進化を遂げ

ていくという方法をとった。」 

 
 

【解決のヒント 2】 仲間（ビジネスパートナー）と顧客を増やす仕掛けをつくる 
 

デジタル・プラットフォームは高い魅力で仲間と顧客を惹きつけてこそ成立する。どのように

して仲間と顧客を増やすのかが、収益化の道筋をつくるうえで重要となる。また、市場から資

金を調達する場合は投資家にもアピールできるビジネスモデルでなくてはならない。 

■ コマツ 

「当社は今から 20 年ぐらい前に『KOMTRAX』というシステムをつくり、ビックデータのは

しりとして、稼働データを解析して販売・生産・在庫の計画に活かすなどしてきた。しかし、

オープンなシステムでないため、お客様はコマツの機械の稼働は把握できるものの他社

機の状況は見ることができないという課題もあり、顧客へもたらす価値は限定的であった。

そのため、『LANDLOG』は異業種と組んでオープンなプラットフォームとし、顧客への価

値提供を最優先させた。『クローズか、オープンか』を社内で議論したり、『オープン化す

ることにどういう意味があるのか』という説得をしたりするのではなく、お客さまの現場の

課題解決には『オープン化しかないのだ』というロジックで突っ走った。」 

 

【課題 5】 収益を得る仕組みをどのように構築すればよいのか？ 
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■ 月井精密 

「見積りには貴重な情報が記載されているにもかかわらず、失注するとゴミ箱へ捨ててい

た。調べてみると他社も同様だったので、自社だけではなく、他社ともシステムでつないで

情報収集することで、かなり貴重なビッグデータになるのではないかと考え、見積りシステ

ムをソーシャルネットワーク化しようと工場や取引先に無償で公開したところ、どんどん広

がっていった。」 

「TerminalQ は、当初は発注側の会費を高く設定するなど、発注側と受注側で会費を分

けるなどしていたが、シンプルに１アカウント毎に月額 1,000 円（加入登録は 5 アカウン

トで月額 5,000 円から）にしたところ有料会員数が急増した。ここにもう１つの狙いがあ

り、投資家向けには少数の高額な有料会員がいるよりも、会費は安くても有料会員が数

千社います、という方が受けがよい。早くビジネスを大きくする必要があるので、投資家が

投資しやすいサブスクリプション型のビジネスモデルに切り替えた。」 

「また、全国に販売網を広げるために個人代理店制度を確立し、安定した定期収入を得

たいと考えている営業マンに対し、副業として委託販売してもらう販売体制を作った。それ

により急速に利用者が拡大した。」 

 

 

【解決のヒント 3】 サービス・ソリューション提供を前提とした課金体系に変更する 
 

デジタル・プラットフォームを設計するうえで重要となるのは、いかに収益を得るかという点

にある。製造業は本業としてモノを生産し、その対価を受け取っている。モノに付随したデータ

を活かしてサービスを提供する場合、モノに加えてサービスも対価を得る手段となる。この場合、

モノとサービスそれぞれで対価を得る場合もあれば、あらかじめサービスの対価をモノの価格

に上乗せする方法もある。また、モノでは対価を得ずに利用したサービスに応じて課金する方

法もある。アフターサービスを有償化しにくい土壌のある日本ではどのように対価を回収する

かが、ビジネスモデルを設計するときに極めて重要となる。 

■ 月井精密 

「TerminalQ の見積りサービスは、当初は発注側が 3 万円からの有料、一方で受注側

は無料で加入できる仕組みにしていたが、その後、一律 5,000 円の会費をとる会員制へ

と移行した。」 
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【解決のヒント 1】 外部の技術・人材・情報を活用する 
 

製造業の場合、データの利活用は社内の技術・人材・情報だけでは十分対応できないことも

多い。今回取り上げたケーススタディでは、ほぼ全社が IT 企業や IT ベンチャーと連携してい

る。ビジネスモデルは自社で練り上げているが、その実現のツールとしての IoT や AI、ビッグ

データの活用はパートナー企業に任せて、自身はモノの競争力強化に注力できる環境を整え

ている。 

■ コマツ 

「もともとデジタル技術すべてを当社で自社開発は対応できないので、必要に応じて外

部パートナーと連携してきた。オープンイノベーションによって、最先端の技術をスピード感

を持って取り込めるようになっている。」 

■ 碌々産業 

「プラットフォームは AI ベンチャーと協業して、互いに得意分野に特化することで事業スピ

ードを確保している。」 

 

【解決のヒント 2】 内部に技術・人材・情報を取り込む 
 

新たな体験価値を提供するにあたり、これまでのビジネスの範疇ではカバーできない領域

まで取り込む場合もある。そのような場合は、足りないリソースを内部に取り込むことが求めら

れる。また、実際の事業を推進するにあたり、社長直轄事業としてトップダウンで進める場合も

あるが、一方でファンドからの資金を受け入れたり、成長スピードを重視して別法人化したりす

る場合もある。 

■ コマツ 

「当社はエンドユーザーである建設現場の知見は無かったため、スマートコンストラクショ

ン事業では 300 人の現場に出て顧客と対等に話せるようなコンサルタントを育成した。う

ち、70 人は現場監督経験者を中途採用して補った。」 

■ 月井精密 

「2015 年にクラウド見積りソフト TerminalQ を運営する会社、(株)NVT（2020 年１月

に(株)TERMINALQ へ改称）を立ち上げた。別会社としたのは開発に協力してくれた大

学の研究者に取締役として経営参加してもらうため。大学の研究者が月井精密本体の

【課題 6】 必要な技術・人材・情報をどうやって確保すればよいのか？ 
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取締役になってもらうことは難しいためである。また、ベンチャーキャピタルが 2 社、エンジ

ェル投資家が多数入って資本金が大きく膨らんでいくスタイルで、スピード重視で回して

いる。ファンドは月井精密に出資したいわけではないので、TerminalQ のリリースのタイミ

ングに合わせて子会社化した。」 

■ 英田エンジニアリング 

「大学の先生の講演などを聴き、その後の懇親会で話をして、いいと思う先生とは徹底的

にお付き合いをさせていただく。１～２年では無理であるが、３～５年、10 年と交流すると

教え子を紹介してくれるようになる。共同研究などを通しても学生を紹介してくれるように

なる。」 

 

 

【解決のヒント 3】 ネットワークづくりに公的機関を積極的に活用する 
 

ケーススタディでは、長期的な人間関係をベースに公的機関を積極的に活用して必要な情

報や支援パートナーの紹介を得ているという事例もある。 

■ 英田エンジニアリング 

「人とのネットワークを日頃から大切にしており、岡山県産業振興財団、中国経済産業局、

中小企業基盤整備機構、JETRO など、県や国の機関とつながり、様々な情報をいただい

ている。補助金なども活用しているが、しっかりと利益をあげて納税してお返しする。」 
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３．データの利活用 

デジタル・プラットフォームを構築するには、データの利活用のための仕組みづくりもまた極めて重

要となる。顧客からデータを収集できなければそもそも価値を生み出すことができず、また、データを

収集できたとしてもデータ活用のノウハウがなければ顧客が求める価値を生み出すことはできないと

いう事態に陥ってしまう。そこでどのようにデータを集め、活用すれば良いのかという課題への対応が

必要になる。また、製造業の場合は、取り扱うデータが顧客の製造ノウハウなどに関わることが多い。

そのため、セキュリティ面で対策を講じ、顧客のデータ提供に対する不安や抵抗感を和らげることも求

められる。 

  
 

【解決のヒント 1】 課題解決を意識して多くのデータを集める仕組みをつくる 
 

顧客や自社にとって価値のあるデータを集めるには、顧客や自社が抱える課題をいかに解

決できるかという視点でのデータ収集が重要になる。ケーススタディでも課題解決を意識して

多くのデータを集める仕組みが考えられている。 

■ 碌々産業 

「超精密加工機は顧客だけでは精度を出せない場合がある。顧客の歩留まりを上げるに

は、当社がモニタリングして機械の稼働状況をチューニングする必要がある。データを多

くとっていれば思いがけないプラスが生まれる、という発想でデータを集めている。」 

■ 月井精密 

「たくさんの見積りデータを集め、ビッグデータ化するために、パブリックシステムとして ID

とパスワードをユーザーに発行し、システムを無償で配付したところどんどん拡散し、かな

り貴重なビッグデータが集まった。見積りのビックデータ化ができると、色々なサービスに

展開できることが分かってきた。」 

 
 

【解決のヒント 2】 自社だけでなく顧客にも価値を提供できるようにデータを活用する 
 

手元に集めたデータを自社のためだけに活用するのではなく、顧客のためにも活用すると

いう発想が重要になる。顧客に対しては、生産性向上や経営分析に役立つデータの活用が行

われている。  

【課題 7】 どのようにデータを集め、活用すればよいのか？ 
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■ コマツ 

「施工現場にソリューションを提供するため、人手不足やベテラン技能者不足へも対応で

き、顧客の現場の生産性を飛躍的に高めることが可能となる。」 

■ 碌々産業 

「当社としては機械の稼働状況や使用履歴、加工条件をみることができる。一方、顧客の

工場は歩留まりが向上し、生産性を上げることができる。」 

■ 英田エンジニアリング 

「金型交換の段取りなどの警告を出すことができ、チョコ停などで顧客の工場が停止す

ることがなくなる。」 

「部品交換の場合もリモートメンテナンスであらかじめ不具合を判断して必要なパーツを

持参できるので、顧客の設備を止める時間を最小限に抑えることができる。」 

■ 月井精密 

「TerminalQ は見積りの迅速化のみならず、経営分析に活用することもでき、自社が強

みとする技術はどこか、他社より競争力が劣るのはどこかを分析することもできる。また、

見積りビッグデータを有効活用し『景気予測情報提供サービスオプション』や AI を使っ

た『工程自動算出オプション』や『工場自動選定オプション』などでマネタイズを図ってい

く考えである。」 
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【解決のヒント 1】 セキュリティに信頼のあるクラウドを活用する 
 

各社ともセキュリティ対策には十分配慮しており、アマゾン（Amazon AWS）やマイクロソフ

ト（Microsoft Azure）など、米国大手のクラウドを活用している。 

■ 碌々産業 

「Amazon AWS のクラウドを活用することでセキュリティは担保している。それに加えて、

顧客からはオンプレミス版をつくって欲しいとの要請があり、パートナーである IT ベンチャ

ーと共同開発中である。」 

 

 

【解決のヒント 2】 守秘義務等の契約を締結する 
 

顧客データの利活用については個別に守秘義務契約を締結するなど、しっかりとした知財・

法務の体制をとっている。 

■ 碌々産業 

「顧客が一番気にするのは加工データで、切削条件などは外に出したくないという顧客

が多い。そのため、契約で秘密保持契約を結ぶ際に、どこまでデータを取得できるかどう

かの線引きを行っている。契約も３段階にわけていて、見える化だけする場合など、ケース

分けをしている。」 

■ 英田エンジニアリング 

「以前はデータの取得には慎重な顧客が多かったが、今は顧客の理解も進み、守秘義務

契約を締結し、リモートメンテナンスシステムのサービスにきちんと対価を支払っていただ

ける顧客が増えつつある。」  

【課題 8】 セキュリティ対策はどうすればよいのか？ 
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クラウドのセキュリティについて5 

3 大クラウドサービスと呼ばれる AWS（Amazon）、GCP（Google）、Azure（Microsoft）は、い

ずれもクラウドサービスのセキュリティに関する国際規格「ISO/IEC 27017」の認証を取得してい

る。そのため、国内企業からの信頼性も年々高まっており、むしろ自社にサーバを置くよりも、３大クラ

ウドを利用した方がセキュリティを高められると、今では大手金融機関もクラウドを活用するなどクラ

ウドの情報セキュリティに関する懸念は年々低下している。経済産業省が公表している「情報処理実

態調査」でも、製造業においても「クラウドの導入を第一に検討する」というクラウドファーストの回答

が「クラウドは使わない」という回答を上回るという結果になっている。 

なお、クラウドを利用する場合、インターネットを経由してサービスやデータにアクセスすることが一

般的であるが、プライベートクラウドと呼ばれるクラウドの形態では、自組織の敷地内に物理的サー

バを設置するケース（オンプレミス）もある。また、必ずしも建物として自組織内とは限らず、データセン

ターの一部を間借りしてサーバの運営を行うケースもオンプレミスと呼ばれる。データの取扱いにセン

シティブな製造業では、特定の企業の同一組織に属数する部門や個人しかアクセスできないオンプ

レミスのプライベートクラウドを志向する場合も少なくない。 

 

（出所）総務省「ICT スキル総合習得教材 2-1：データ蓄積用サーバとしてのクラウド」、

https://www.soumu.go.jp/ict_skill/pdf/ict_skill_2_1.pdf、p.21 

 

 
5 総務省（2018）「ICT スキル総合習得教材 2-1：データ蓄積用サーバとしてのクラウド」https://www.soum

u.go.jp/ict_skill/pdf/ict_skill_2_1.pdf 
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5 総務省（2018）「ICT スキル総合習得教材 2-1：データ蓄積用サーバとしてのクラウド」https://www.soum

u.go.jp/ict_skill/pdf/ict_skill_2_1.pdf 
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補 論 デジタル・プラットフォーム構築に向けた参考事例 
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補論 デジタル・プラットフォーム構築に向けた参考事例 

補論では、第２章のケーススタディ以外に、デジタル・プラットフォームの構築に取り組むうえで参考

になる４つの事例を紹介する。 

まず、生産財を扱う２事例を紹介する。１つは部品リサイクル業の会宝産業(株)で、特筆すべき点は

「ＰＡＳ777」という世界初の中古エンジン性能評価を確立し、同業他社とも Win-Win 関係を構築し、

世界規模の自動車リサイクルネットワークを構築した点にある。デジタル・プラットフォームの構築にル

ール形成を巧みに活用したケースといえる。 

もう１つは RaaS（Robot as a Service）モデルによる自動野菜収穫ロボットを中心とした生産者

向けサービスを提供している inaho(株)で、特筆すべき点は野菜収穫ロボットを農家に無償提供し、

収穫量に応じた課金サービスを提供している点にある。ロボットは陳腐化が激しく、かつ、ＡＩで収穫作

業を学習させるにはいち早く市場に投入した方がよいとの判断もあり、農家にとって負担が重い完璧

で高額なロボットをつくるところに重点を置くのではなく、今直面している課題を解決するためには無

償レンタルによる課金サービスが好ましいと考えた。 

 

 

 

中古自動車から取り出したエンジンや部品の輸出やリサイクルを手掛けており、自動車リサイクル

事業に特化した経営分析・仕入れ調達・海外輸出の一括サポートを受けられる会宝リサイクラーズア

ライアンス（KRA システム）というデジタル・プラットフォームを構築している。 

＜デジタル・プラットフォーム化に取りかかる際のきっかけ＞ 

世界の自動車の保有台数は 13 億台に上り、地球環境のためにも自動車の「後始末」を行う「循

環産業」を構築し、収益性と社会性の両立を実現できる世界規模で自動車部品をリサイクルできる

プラットフォームを構築。 

＜デジタル・プラットフォームの設計＞ 

中古エンジンの品質を評価するシステムが確立さ

れていなかったため、2010 年に自動車の中古エン

ジンの性能評価ができる「JRS（ジャパン・リユース・

スタンダード）」という独自規格をつくり、2013 年に

はこの JRS をベースにした中古エンジンの品質を客

観的に評価する国際規格 PAS777 が英国規格協

会から正式に発行された。 

同業他社にも参加を呼びかけて、この PAS777

を活用した KRA システムを構築し、世界規模で適

性価格で中古自動車部品を取引できる自動車リサ

イクルネットワークを構築。 （出所）会宝産業 ウェブサイト  

会宝産業(株) 
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2017 年に創業したベンチャー企業で、農業が抱える課題解決を目的としたデジタル・プラットフォ

ームを構築している。 

＜デジタル・プラットフォーム化に取りかかる際のきっかけ＞ 

以下のような現在の農業が直面している課題解決をきっかけに農業生産プラットフォームを構築。 

「高額な初期投資」→農機具は高額で、この先何年農業をやるか分からないのでリスクが高い 

「地方の人材不足」→労働者不足は深刻で、収穫を担う人材がいなくて規模拡大ができない 

「休みがない」→収穫期間は毎日が収穫作業で休めない 

「腰が痛い」→腰をかがめて行う収穫作業は身体への負担が大きい 

＜デジタル・プラットフォームの設計＞ 

農業収穫ロボットを開発し、収穫に必要な判断を AI が行いロボットが収穫することで、「選択収穫」

を実現させた。このロボットは販売するのではなく無償で農家にレンタルし、ロボットが収穫した量に

応じて利用料を徴収する課金サービス（RaaS）で、初期投資やメンテナンス費用が不要。豊作の年

の人手不足を心配する必要がなく、不作の年に余計な人件費を抱え込む必要もない。ロボットは定

期的にアップデートされるため、常に最新のロボットを利用することが可能。 

 
（出所）inaho（株）提供 

＜データの利活用＞ 

収穫量やロボット部品のモーターの回転数などのデータもクラウドにアップロードしており、今後の

有効活用を検討中。  

inaho(株) 
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次に、消費財を扱う２事例を紹介する。１つはライオン(株)が提供している口臭リスクをスマートフォ

ンで見える化してオーラルケアに役立てようとするサービスで、もう１つは資生堂ジャパン(株)が提供

しているパーソナライズ・スキンケア事業で、両方ともに広く個人に普及しているスマートフォンを活用

してパーソナルデータを取得・解析し、これまで世の中に存在しなかった新たなサービスを提供する

「体験価値」に重点を置いている。 

＜デジタル・プラットフォーム化に取りかかる際のきっかけ＞ 

長年、ヘルスケア事業に取り組んできた同社は、安全・安心な製品開発や機能価値を高める技術

開発などに加えて「顧客の共感につながる体験価値づくり」を重視した「モノコト創り革新プロジェク

ト」を 2018 年に設立、翌年にはプロジェクトの進化形として「イノベーションラボ」を設立。新たな価

値づくりを検討するプロセスの中で、幅広い世代において口臭への不安がコミュニケーションを阻害

していたり、接客や営業職の人達の不安につながっていたりすることが判明。そこで主に接客サービ

スを担当しているスタッフを対象に、口臭リスクを自分ごと化して口臭ケアを実践し、口臭に対処する

ことで接客時の行動変容が認められるかどうかを調査した。その結果等から、誰もが簡単に口臭リス

クチェックをできるスマートフォンアプリ「RePERO」を開発し、オーラルケアシステムを構築。なお、現

在は口臭ケア対策を課題にする接客業やヘルスリテラシーの向上を課題とする事業者向けの B to 

B 事業として展開している。 

＜デジタル・プラットフォームの設計＞ 

既に多くの人が所有しているスマートフ

ォンに着目し、スマホで舌の画像を撮影

するだけで口臭リスクを判別できるアル

ゴリズムを開発。なお、アルゴリズムの開

発においては、「イノベーションラボ」の設

立を契機に出会った、富士通クラウドテク

ノロジーズの IoT デザインセンターのデ

ータサイエンティストらの力を借りながら、

AI（ディープラーニング技術）を活用して

判定精度を向上させた。               （出所）ライオン、富士通クラウドテクノロジーズ 

＜データの利活用＞ 

口臭リスクの見える化体験を通じ、口腔ケア意識の高まりや日々の口腔ケア行動の変化が生じる

ことを確認している。このようなヘルスリテラシーの高まった生活者と RePERO を通じて繋がっている

利点を活かし、様々な生活習慣データも掛け合わせることにより 1 人ひとりに適した生活習慣のケア

ソリューションを提供していく方向で検討を進めている。 

  

ライオン(株) 
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「Optune（オプチューン）」は同社初の IoT スキンケアシステム。日々変わる肌状態と内外リスクを

測定・分析し、今の肌に必要なうるおいや美容成分を瞬時に抽出する“肌と同期するスキンケア”、

“究極のパーソナライズ・スキンケア”として販売。月額１万円のサブスクリプションモデルを採用して

いる。 

＜デジタル・プラットフォーム化に取りかかる際のきっかけ＞ 

女性の社会進出が進み、出産後も働き続ける女性、企業の管理職として働く女性が増えている。そ

の一方で、多忙を極める現代女性はスキンケアまで手が回らず、従来のような百貨店の対面販売で

美容部員に相談にいく時間もなく、睡眠不足や朝晩のコンディションの違いによる肌の手入れに悩ん

でいた。そこで、「日々忙しくも充実している 30 代から 40 代の女性」をターゲットに、日々その時々に

変化する肌の状態に合わせて最適なスキンケアができるシステムを開発。 

＜デジタル・プラットフォームの設計＞ 

専用のアプリで肌を撮影すると、データはクラウドを経由して専用マシンに送信され、「肌の状態」

「体内リズム（睡眠状況など）」「肌環境（水分や皮脂のバランス）」「お手入れ（スキンケアの配合バ

ランスなど）」などが分析され、資生堂が長年にわたって蓄積してきた美容知見や処方技術をベース

にその時々の肌と肌環境に必要なケアを 80,000 通りを超えるパターンの中から抽出、専用マシン

に手を差し出すだけで調合された美容液が出てくるしくみ。美容液は 5 本のスキンケアカートリッジ

（肌質に合わせて 5 本を選択）から自動調整して抽出され、カートリッジの残量が減ってくれば自動

配送される仕組み。使用量とは関係なく、月額１万円の定額制。 

（出所）Optune ウェブサイト 

＜データの利活用＞ 

クラウドに送信されたデータは蓄積され、自らの肌コンディションの振り返りに活用することができ

る。アプリで睡眠状況を測定し、体内リズムが乱れる兆しを感知することもでき、あらかじめ体内リズ

ムが乱れる兆しを感知して、１週間にわたってスキンケアの配合調整をして、肌トラブルを未然に防ぐ

こともできる（実際、徹夜などの睡眠不足の影響は翌日の肌コンディションではなく１週間後の肌コン

ディションに影響することがわかっており、１週間先を見越した肌ケアを行うことができるようになって

いる）。 

資生堂ジャパン(株) 
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「Optune（オプチューン）」は同社初の IoT スキンケアシステム。日々変わる肌状態と内外リスクを
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変化する肌の状態に合わせて最適なスキンケアができるシステムを開発。 

＜デジタル・プラットフォームの設計＞ 

専用のアプリで肌を撮影すると、データはクラウドを経由して専用マシンに送信され、「肌の状態」

「体内リズム（睡眠状況など）」「肌環境（水分や皮脂のバランス）」「お手入れ（スキンケアの配合バ

ランスなど）」などが分析され、資生堂が長年にわたって蓄積してきた美容知見や処方技術をベース

にその時々の肌と肌環境に必要なケアを 80,000 通りを超えるパターンの中から抽出、専用マシン

に手を差し出すだけで調合された美容液が出てくるしくみ。美容液は 5 本のスキンケアカートリッジ

（肌質に合わせて 5 本を選択）から自動調整して抽出され、カートリッジの残量が減ってくれば自動

配送される仕組み。使用量とは関係なく、月額１万円の定額制。 

（出所）Optune ウェブサイト 

＜データの利活用＞ 

クラウドに送信されたデータは蓄積され、自らの肌コンディションの振り返りに活用することができ

る。アプリで睡眠状況を測定し、体内リズムが乱れる兆しを感知することもでき、あらかじめ体内リズ

ムが乱れる兆しを感知して、１週間にわたってスキンケアの配合調整をして、肌トラブルを未然に防ぐ

こともできる（実際、徹夜などの睡眠不足の影響は翌日の肌コンディションではなく１週間後の肌コン

ディションに影響することがわかっており、１週間先を見越した肌ケアを行うことができるようになって

いる）。 
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歴史的な経済の転換期を迎えて 

多摩大学 ルール形成戦略研究所 客員教授 

市川 芳明 委員 

 

 

いまの日本の経営上における注目キーワードをあげると、「コトづくり」、「Society 5.0」、「社会課

題解決型ビジネス」、「プラットフォーマー」といったところだろうか。いずれも相互に関連が深いので

あるが、まず現在の日本が突入しつつあるとされる Society 5.0 から取り上げたい（図１）。 

 

 

 

図１ Society 5.0 の位置づけ（出典：経団連「Society 5.0－共に想像する未来」2018 年） 

 

Society 5.0 は情報社会（Society 4.0)の後に生まれた社会であるとされ、サイバー（仮想）空

間とフィジカル（実）空間が表裏一体となった CPS（サイバーフィジカルシステム）が組み込まれた社

会のことである。CPS の効力によってさまざまな社会課題を解決することができると言われている。世

の一般の方々には今一つピンとこない説明かもしれない。 

これを別の言い方で絶妙に表現したのが東京大学の小川紘一氏である。同氏は私がお願いした

講演会で「いま、我々は歴史的な経済の転換期を迎えている。人類が誕生して以来これまで、付加価

値は実空間で生み出されてきた。情報社会においてもそれは同様で、価値の取引をサイバー空間で

おこなっているに過ぎない。しかし、今の社会は、付加価値がサイバー空間で生まれ、これを実空間で

実体化させるという新しい経済の仕組みが誕生したといってよい」。  
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私なりにこれを解釈すると、例えば、筆者はイラストレーターや編集者のお力を借りて出版社から著

作を刊行してきた。私の印税が 10％である。それだけ出版社はコストをかけているのである。一方、い

までは、大手オンライン書店から電子出版することができる。その場合は 75%の印税を手にできるが、

編集、校正、イラスト、装丁は自分でやらなければならない。すべてをやれる人はそうはいないだろう。

そのために、各々の役割を引き受けるというクラウドワーカーが既に多数存しているのだ。彼らに声を

かけて一冊の本を作ってしまえば、付加価値はサイバー空間上で生まれることになる。読者がその本

を購入してダウンロードすることで実体化する。もちろんこの場合、オンライン書店はいわゆるプラット

フォーマーであるが、執筆者、編集者、校正者、イラストレーター、装丁者を加えて全体をビジネスエコ

システムとして広く捉えるべきである。筆者はビジネスエコシステムが今後の新しい経済の主流にな

ると信じている。これこそ Society 5.0 の生み出す経済効果である。GAFA に対する脅威のみを理由

にプラットフォーマーを不当に規制しては日本経済に未来はないだろう。 

このビジネスエコシステムを成功させるためには「参加者全員が互恵関係を持つこと」という条件

があり、そのために「ルール」が必要となる。このあたりの詳しい説明は筆者の近著（「ルール徹底活

用型ビジネスモデル入門」）を参照いただくとして、これからの産業はことごとくこのビジネスエコシス

テムのタイプに移行していくだろう。なぜかと言えば、一社ではできない大規模な効果や付加価値を

生むことができ、その実現にリソース制約がなくなるため、指数関数的な成長が可能となるからであ

る。直線でしか成長できない単独の企業が束になって競争をしかけても、ビジネスエコシステムには

敵うはずがない。 

GAFA には後れを取ったとしても、いまの日本にはこの兆しが見えているように思う。筆者は今年に

なってから、5 つの一般社団法人の設立にかかわった。いずれも単独の組織内ではできないことを他

の組織の力を借りて共存共栄のもとに社会課題解決に向けて大きなビジネスとして成長させようとい

う狙いを持っている。生活習慣病予防、フードロスの削減、ドローンサービスの振興、企業間情報連携

などさまざまなテーマであるが、いずれも「社会課題解決型のビジネス」であり、ものづくりではなく

「コトづくり」に取り組む。多数の参加者が互恵関係を持って緩い連携のもとに活動する仕組みとして

は、一般社団法人は株式会社よりもはるかに適した枠組みである。つまりはビジネスエコシステムの

ためのプラットフォームになり得る。 

社内ではじめる新事業やイノベーションと呼ばれるチャレンジは、各社の内部事情により制約され、

動きが取れなくなることが多い。往々にして既に利益を生んでいる現行事業とのリソースの奪い合い

になってしまい、新事業であるにもかかわらず単年度での黒字化や、大規模売り上げが要求されるこ

とになる。これが可能なのは企業買収くらいであろう。おなじビジネスアイデアを社外の緩い共同体で

あるビジネスエコシステムに移し替えてみると、一気にその障壁を取り除けることがある。今後は日本

の大手企業からもこのような役割を担う自由な組織体が次々と生まれてくるのではないかと期待して

いる。加えて、「サイバー空間で付加価値を生み出す」ことを念頭に「社会課題の解決につながる」ビ

ジネスを目指してみてはいかがであろう。 
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IT・AI 業界の視点から見たコトづくりと DX 

テクノスデータサイエンス・エンジニアリング株式会社 執行役員常務 

池田 拓史 委員 

 

 

■ なぜコトづくりなのか 

これまでのものづくり人材にとって、機械的性能や物質的性能のような因果関係が理論化されて

おり研究室で実験できる数値目標の改善活動は得意分野であり、このような改善活動はものづくり

企業が市場競争に勝つためにも有効に機能した。しかし、産業技術の成熟にともない、優れた性能

の製品の開発に成功しても、他企業にキャッチアップされ優位性が消滅するまでの期間は短くなって

いることが指摘されており、一部のトップランナーを除いた多くの企業にとって市場競争に勝つための

主な決め手が機械性能や物質性能であった世界は終わってしまっている。 

市場競争に勝つためには、自社製品が備えるべき魅力を自社顧客のニーズに合わせてていねい

に解明し、それに合わせた製品やサービスを開発することの重要性が高まっている。しかし基本法則

からの理論化ができず、研究室での実験もしづらいこのような活動は、いままでのものづくり企業で

活躍していた多くの人材にとって容易なことではない。 

コトづくりとは、顧客に選ばれるために自社の製品やサービスが備えるべき魅力とは何か、という難

問に対し、性能中心志向やコストダウン志向へと流されることなく、顧客中心志向に立って多様な答

えを出そうとする取り組みである。このような取り組みにあたり、従来型のものづくり人材はコトづくり

人材へと変貌する必要がある。また、このような顧客中心戦略の取り組みは、本研究会でテーマとし

た DX の核心でもある。経済産業省による DX の定義をコトづくりの文脈で表現しなおすなら、「顧客

に選んでもらえる製品やサービスを市場に提供し続けるため、自らの組織やビジネスモデルを変化さ

せることをも受け入れ、データとデジタル技術という新たな可能性を主な武器とし、企業として存続し

つづけるための改革」となるだろう。ここで唐突に“デジタル”という言葉を用いたが、その理由を以降

で順を追って論じたい。 

■ 市場競争の焦点は IT へ 

製品やサービスの持つ魅力の根本は、資金や土地や時間などの資産、体力や器用さなどの設備

的リソース、集中力やノウハウなどの頭脳的リソースが限定されている顧客が、なんらかの目的6を実

現する上で直面する負担やリスク、限界などの困難を軽減するという機能を持つことにある。例えば

 
6 労働目的ではなくレジャーや娯楽を目的とする製品やサービスも考えられるが、本稿では論考から除外するこ
ととしたい。 
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ある目的のために肉体労働を要するが、身体能力の限界や肉体的・時間的な負担を感じる顧客は、

こうした限界や負担を補ってくれる製品やサービスに魅力を感じるだろう。 

機械技術の成熟により、業界横断的に定型化可能な肉体労働の領域の多くはすでに機械に代替

されてしまっている。残る肉体労働の多くは非定型的であるため、機械技術だけでなく頭脳領域を含

む技術でなければ代替は難しい。顧客の直面する困難の多くが肉体労働領域から頭脳労働との融

合領域へと変化していることは誰もが実感するところである。 

頭脳労働領域の代替技術として AI に大きな注目が集まっているが、AI 技術は未だ萌芽段階にあ

り、成熟しきった機械技術と同じレベルの精度や性能を期待するのは間違いである。人間による注意

深い設計でアプリケーションソフトウエアをつくり、製品に搭載することで頭脳労働領域の一部を代替

しようとする方が現実的である。ものづくりにおける IT の重要性はかつてないほど高まっているといえ

る。 

■ なぜデジタルなのか 

初めに強調したいのは、デジタルを中心としたビジネスモデルは即応のための仕組みであり、重要

なのはあくまで市場競争に勝つための顧客中心戦略であるということである。以降ではその理由に

ついて述べる。 

経理や購買業務などのような、基本的に業界横断的な業務の定型化が可能な頭脳労働領域の

多くは、インストールソフトウエア製品やブラウザだけで操作できる SaaS を代表とする従来型の IT

製品によって代替されてしまっている7。残るのは管理者や経営者に要求されるような正解のわからな

い難易度の高い業務や、顧客や状況ごとに内容が異ならざるを得ないような頭脳労働領域である。

後者の例をあげると、製造ラインの組み換えがおきるような現場における生産要素のひとつとして採

用された製造装置に対する設定業務があるが、事前に設定したソフトウエアによる定型動作化が難

しい場合も多いだろう。状況に応じて役割が変化したり、前後の製造装置と連携させる必要があった

りするためである。 

この種の頭脳労働領域に対する代替戦略を実現するためには、製品製造者は製品の出荷後であ

ってもそのソフトウエアを顧客のニーズに合わせて更新し続けなければならない。このような柔軟で小

回りの利くビジネスモデルを実現するためには、製品製造者内部の組織も高い柔軟性と即応力を持

つことが必要となる。しかし、変化のたびにいちいち現地に赴いて教育や訓練を要する“人間系”を中

心とする運用体系では、すぐに限界が来てしまう。 

個々の熟練した人間が IT や AI よりも高い柔軟性や即応力を持ち得ることについて全く異論はな

い。問題は業務拡大にともない集団化したときの柔軟性や即応力である。これに対し、IT はソフトウエ

アを変更すれば即時に変化し運用可能となる利点を持つ。この利点を生かすためには、ソフトウエア

設計や開発の上流工程に関わる人材の大幅な強化（＝重点スキル領域のシフト）と、次節で述べる

ような IT の変更結果が即時に反映される仕組み（＝デジタル・プラットフォーム）が不可欠であり、そ

 
7 業務の合理化と部門横断のシステム連携により本質的には定型化が可能である。それにもかかわらず、我が国

においては、RPA などを導入して非定型性や属人性を残してしまう例が多いようである。 
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れを実現できれば柔軟性や即応性における限界を超えることができる。従来脇役であったはずの IT

を中心に据え、人間の業務や組織設計そのものを変革する動きは“デジタル変革”と呼ばれることも

多い。このようにして、“現場職”と“管理職”を中心とした人間中心の運用体制は、“内製化した IT”

と“IT を変更できる人間”を中心とするデジタル中心の運用体制へと変わらざるを得ない。DX が単

なる企業変革ではなくデジタル変革でなければならない理由がここにある。 

■ なぜデジタル・プラットフォームなのか 

製品のソフトウエアを変更するためには、製品がネットワークでつながる必要がある。ネットにつな

がればクラウド上の強力なコンピュータを併用することで、製品に実装済みの IT 機器の能力に縛ら

れない柔軟性の高い機能を実現することもできる。さらに、出荷した製品は世界のどこにあってもイン

ターネットにつなげられるため、現地に事務所がなくてもグローバル展開することが可能となる。この

ようなインターネット上の仕組みがデジタル・プラットフォームと呼ばれるものである。頭脳労働領域の

一部まで踏み込む製品を提供したいなら、デジタル・プラットフォームもセットで提供するべきである。

デジタル・プラットフォームは、顧客がその製品をどのように使用しているのかを知るためのデータを

収集するための装置としても使うことができ、そのデータはソフトウエアの改良すべき領域を特定する

ための補助的なインプットとしても利用できる。 

海外大手クラウドベンダー各社は、長年の自社利用での知見と膨大な開発費を投じて、デジタル

活用のためのインフラ機能に特化したサブスクリプション・サービス群を提供している。コトづくりは装

置産業とは根本的に異なる競争構造を持つ。いまさら IT インフラを自社開発しても競争力には寄与

しにくい。デジタル・プラットフォーム構築の際にはこれらも偏見なく利用すべきであろう。 

■ 顧客中心の戦略へ 

先述の通り、デジタルを中心としたビジネスモデルは即応のための仕組みであり、重要なのは市場

競争に勝つための顧客中心戦略である。そのためにはコトづくり人材の再編成が必要だ。つまり、顧

客のニーズを拾い上げるための真のマーケティング組織をつくり、その方針の下でデジタル中心の製

品やサービスの設計・開発・運用に従事する上流の IT 人材を強化し、そして管理職が市場開拓の戦

略づくりと結果責任を負うリーダーとなるような役割変化がもとめられる。 

顧客中心戦略の考え方についての一例をあげたい。頭脳労働に負荷を与える要因として繁忙感

があるが8、これを軽減するための一策は、顧客が「本業以外のこと」に頭を使う手間を除去してあげ

ることであろう。本研究会の先進事例報告では、経営者が先頭となってそこまで踏み込む姿勢が見ら

れたのが印象的である。 

また、筆者も分析に参加した IT スキル研究フォーラムの DX 調査では、20 代の若者が所属する

企業のほうが他の企業よりも顧客志向に優れているという結果を得た9。中堅社員はどうしても従来

の会社の論理や常識に染まってしまうのではないか。DX 時代の管理職に必要なのは伝統的な労務

 
8 例えば、彦野 賢, プラント職員の繁忙感調査の展望, ヒューマンファクターズ, 2013, 18 巻, 2 号, p.89-99. 
9 特集 断絶の DX, 日経コンピュータ 2019 年 12 月 26 日号, IT スキル研究フォーラム。https://www.isrf.j

p/home/forum/working/dx/index.asp にて最終報告書公開予定。 
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管理ではなく、顧客中心戦略を推進するリーダーシップと、内製化した IT の即応的な変更をリードす

る能力である。経営者や管理職は若手からも積極的に学び、若手が居付きやすい職場の空気を醸

成すると同時に若手への IT 教育を進めることが重要であろう。管理職が失敗を忌避したり、重複業

務や冗長開発の発生防止に努めたりするのは成熟期に必要な視点であって、試行錯誤を重ねるべ

き今の時期には単なるブレーキである。 

最後に、筆者の専門の AI についても簡単に述べておきたい。AI は多面的なデータを実世界から

臨機応変に取集したり、判断結果を臨機応変に影響させたりする能力において、五感と身体機能を

持つ人間より劣るのが現状である。五感と身体機能を持つ人間を構成要素として設計された既存の

運用システムの中で、AI 単体を人間の代替として当てはめようとすると、使いどころと効果がかなり

限定されてしまうと感じることも多い。AI はその五感や手足であるデジタル・プラットフォームとともに

活用されて初めて真価を発揮すると考えるべきではないだろうか。この話題は本論からずれるためこ

れ以上は論じないが、AI は顧客中心戦略にもとづいたデジタル主体の運用システムへの抜本的変

革とセットでその使い途を考えることを提言したい。 

本稿における文責が筆者にあるのは言うまでもありませんが、最終稿において株式会社ヨコオ 情報

システム部 部長の武本大作氏よりていねいな原稿のチェックと多くの有用なアドバイスをいただきま

した。感謝申し上げます。 
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デジタルトランスフォーメーションによりサービス化する製造業 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 

コンサルティング事業本部 国際業務支援ビジネスユニット 

国際アドバイザリー事業部 副部長 

尾木 蔵人 委員 

 

 

■ 製造業のサービス化 

21 世紀に入り、産業構造は大きく変化し、デジタルの力で、新しいビジネスモデルが次々に生み出

されている。コンピューティングパワーは、加速度的に拡大していて、AI（人工知能）、クラウドシステム、

５G などにより、デジタルの力をますます進化させている。この新しいビジネスモデルの潮流は、日本が

得意としてきた製造業にも、影響を与え始めている。「製造業のサービス化」という流れである。これ

は、「モノを販売した後のサービスでも価値を生み出して、利益をあげていく」というビジネスモデルで

ある。 

日本の製造業を代表する自動者産業を例にみると、トヨタ自動車の豊田章男社長は、「100 年に

一度の大変革が、自動車産業に起こっている」と、トヨタグループ企業や、サプライヤーに語っている。

一方、日本と並んで自動車産業で世界をリードするドイツの産業界でも、合言葉が生まれている。そ

れは、「自動車の歴史 130 年で起こった変化に匹敵する変化が、これからわずか 20 年で起こる」と

いうものである。これらの言葉を筆者なりに解釈すると、『車で移動することが生み出す価値に対する

対価（お金）を、ユーザーが誰に払うのか、その構図が変わっていく可能性がある』ことを示している

ということになる。例えば、最新鋭の AI やデジタル技術を活用して自動運転が実現していくことで、

「自動車をつくって売る」という、これまでのビジネスモデルが変化し、自動運転技術の安全性や、自

動運転に伴って派生するサービスの便利さに、ユーザーが支払う自動車の価値＝対価の支払いが次

第にシフトしていく可能性があるということである。 

「コンピューティング＋クラウド＋５G」という構図のなかで、日本とドイツの経済の柱である自動車

業界には、Connected（コネクティッド）、Autonomous/Automated（自動化）、Shared（シェアリ

ング）、Electric（電動化）、いわゆる「CASE」の波が押し寄せている。この一環として、ドイツの自動

車各社は、思い切った EV シフトを進めている。今後、半導体のかたまりになるとも言われる自動車に

は、電気のほうが相性が良いという判断もあるとも言われている。 

■ テスラによる CASE への取り組み 

一方、エネルギー企業として EV 業界で大きな変革をもたらしてきた、イーロン・マスク率いるテスラ

が、昨年 11 月、ドイツ・ベルリンでの工場立ち上げを発表した。ドイツでは、おひざ元に、テスラの EV
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工場が建設されることを意味するこのニュースに、驚きの声があがった。これは、EV の普及が進む北

ヨーロッパ市場のシェアを拡大するという戦略が、背景にあるとみられている。 

このテスラも、クルマを売ったあとにソフトウエアをアップデートすることで機能を進化させるといっ

た「サービス化」を強化している企業の一社である。CASE の E にあたる電気自動車でいえば、テス

ラは、EV 電気自動車に車種をしぼって、EV ブームの火付け役になったのはよく知られている。CASE

の A にあたる自動運転の開発にも取り組み、ソフトウエアの自動アップデートが可能となるレベル２の

自動運転支援システム「オートパイロット」を、テスラ車は標準装備している。また、CASE の C に相当

するコネクティッドカーが、実は重要で、テスラの EV 車は、すべて、インターネットに接続されたコネク

ティッドカーになっている。EV 車としての制御機能や、将来の自動運転に向けたソフトウエアのアップ

グレードを、テスラ社から各車に対して、インターネットを使って、ワイヤレスの遠隔操作で、アップデー

トすることを実現しているのである。この手法は、OTA（Over the Air オーバー・ジ・エアー）と呼ばれ

ている。この OTA は、突き詰めると、どんどん最新の制御技術がバージョンアップされ、購入した車が、

“型落ちして古くならない”ことを意味するともいえる。 

テスラの時価総額は、2020 年 1 月、世界の自動車メーカー中、トヨタ自動車に次いで第 2 位にな

り、時代の変化を表わすニュースの一つとして報道されている。 

■ サービス化する製造業による新しいパートナーづくり 

このような変化の中で、製造業がサービス化に取り組んでいくには、これまでと違う発想が必要と

なる。その方策の一つは、新しいパートナーづくり、「企業連合」だと思われる。製造業は、サービスの

部分が苦手であれば、サービスが得意なプレーヤーと組むのも一案である。これは、企業活力研究所

の本研究会でも、大企業、中小企業を問わず、優良なサービスの提供に成功したケースで、多くみら

れた特徴ともいえる。 

2020 年１月、トヨタ自動車は、あらゆるモノやサービスがつながる実証都市「コネクティッドシティ」

を東富士（裾野市）に建設することを発表。2021 年初頭から建設を開始し、世界中の企業や研究

者に実証への参加を募ることを発表した。また、2020 年 3 月には、スマートシティビジネスの事業化

を目指し、NTT と業務資本提携を行うことに合意したことを発表した。スマートシティは、インフラや住

宅の建設だけでなく、デジタルの力を活用した都市、住宅、モビリティを総合的にカバーする「サービ

スの提供」が、重要なテーマになるはずである。トヨタ自動車は、先行ケースとして、上記コネクティッド

シティ等で実装する「スマートシティプラットフォーム」を、他都市にも展開を図るとしている。上記は、

自動車産業のケースであるが、今後より多くの分野で、製造業が推進する「デジタル技術を活用した

企業連合によるサービス提供」が、発展していくものと予想される。 
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CASE1：コマツ 
「スマートコンストラクションで実現する建設産業のデジタルトランスフォーメーショ
ン」 

執行役員 四家 千佳史 講師 

＜企業データ＞ 

創業年：1921 年 資本金：683 億 11 百万円（連結） 

従業員数：61,908 名（連結） 本社所在地（URL）：東京都 https://home.komatsu/jp/ 

事業内容：建設・鉱山機械、ユーティリティ（小型機械）、林業機械、産業機械などの事業展開 

 

■サポートからソリューションへ 

コマツのビジネスの９割は建設・鉱山機械

分野の売上げによるものなので、当社の成長

戦略は建設・鉱山機械分野の成長戦略を描

いていかなければいけない。また、当社の製品

は非常にライフサイクルが長く、販売後の商品

サポートや部品供給の充実といったアフターマ

ーケット分野にはすでに注力してきていた。そ

の上で更なる成長を追求する中で、商品やサ

ポートにとどまらず、お客様の現場の課題解決

となるソリューションの提供を目指すべきであ

るとして、スマートコンストラクションという事業

がスタートした。 

■オペレーションの最適化を目指す 

お客様の課題は何かといえば、まず深刻な

労働力不足があげられる。建設業は入職者が

少なく、１人当たりの労働生産性を上げていか

ざるを得ない状況に追い込まれていた。しかも、

日本の建設業の約 94％は社員 10 名ぐらい

の非 常 に小 規 模 な会 社 であり、この会 社 の

方々にこそ高い労働生産性を実現させなけれ

ばならない。 

コマツはものづくりの会社として、まず「モノ」

となる GPS 搭載の自動制御で動く ICT 建機

を 2013 年に開発・発売した。未熟練者でも

動かせる建機で生産性を 2 倍に引き上げよう

とした。ところが機械自体の性能を上げて、そ

の工程の生産性が上がっても、建設現場には

様々な施工プロセスがあり、「モノ」だけでは生

産性は上がらず、お客様が仕事を受注してか

ら施主に納めるまでの全てを含むオペレーショ

ンの最適化を図らなければいけないということ

に気づいた。そこがスマートコンストラクション

の原点になっている。 

■コンセプトビデオでビジョンを共有 

コマツが当時ユニークだったのは、スマート

コンストラクションのコンセプトビデオを１本だ

けつくり、まず、アナリストや報道陣 300 人を

前に社長が発表した点。この「コマツがありた

い姿」がビデオで示されたことで、社内にも言

葉で説明する必要はなく、社員一丸となって

「ありたい姿」からバックキャスティングで少し

ずついろいろな技術を使いながら多様なサー

ビスを開発していったという経緯がある。 

■100 点満点のものづくりからの転換 

コマツのものづくりは「品質と信頼」を追求

している。そのため、お客様に商品を届けるに

は、まずは 100 点満点の商品を開発し、品質

検査をしっかり行ってから市場に出すという手

順を踏んでいる。 

しかし、スマートコンストラクションの場合は

新しい技術を世界中から集めてきて、10０点

満点でなくとも市場に導入し、お客様に活用
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頂きながら進化を遂げていくという方法をとっ

た。ありたい姿に近づくために必要なものは躊

躇することなく取り入れていった。 

コマツはすべての技術を自社開発にこだわ

るというわけではなく、内外の良いものは貪欲

に取り入れていくスタンスも原動力となってい

る。オープンイノベーションを進め、開発委託費

を出して利益をシェアしようという WIｎ-Win

関係を重視している。 

■「モノ」から「コト価値」への転換 

今まで「ダントツのモノをつくろう」「ダントツ

のプロダクトサポートをしよう」「お客様への約

束は商品の品質と信頼性だ」と、まさに「モノ」

が主語にくるものづくり企業であったが、今の

コマツは「コト価値」に向かって少しずつ変わ

りつつある。 

「コト価値」では価値を提供する領域を決

める必要があり、「お客様の土木工事の現場

のオペレーション」という領域で安全性と生産

性を上げることに決めた。そこで、2019 年度

か ら 3 カ 年 の 新 し い 中 期 経 営 計 画 で は

「DANTOTSU Value（ダントツバリュー）」と

いうキーワードで、お客様に価値を創造してい

くことを目指し、スタートした。 

施工の現場を「コト価値」の領域としたこと

で、この 4 年間はお客様と対等に現場の図面

を見ながら話せるようなコンサルタントを 300

人配置し、育成に力を入れてきた。社内のリソ

ースでは足りないので、70 人は建設現場に立

っていたベテランの現場監督を中途採用した。 

オペレーションの最適化のレベル「コト」と建

設機械の「モノ」は５段階ずつ設定している。

「モノ」と「コト」の組み合わせでお客様の施工

が進化する。その一つのツールがデジタルであ

り、デジタルトランスフォーメーションはお客様

の現場において起きると考えている。 

 

■主語を建設機械から建設現場へと転換 

これまでは、コマツの建設機械が投入され

ている現場の情報を、コマツの建設機械によっ

て集めるというやり方であったが、お客様の立

場に立つとコマツの機械は数ある多くの機械

の１つに過ぎない。施工現場ではコマツの建

設機械だけではなく、公道を走るダンプトラッ

ク、人、ドローンといった非常に多くのものが動

いており、材料も搬入されてくる。それらをすべ

て可視化するためのプラットフォームの開発を

続け、コマツの機械が主語にあったところを、

建設現場を主語に置き換えたデータを集めて

いる。 

プラットフォームで可視化されたデータから

は、まず課題を発見する。課題を発見したのち、

翌日の施工計画（タスク）を自動作成するア

ルゴリズムを作成するところに集中投資してい

る。 

■「クローズ」から「オープン」への転換 

2017 年 10 月に、この可視化していくプラ

ットフォームをオープンにしようということでパー

トナーとともに「LANDLOG」という会社を立ち

上げ、オープン・プラットフォームを公表した。 

コ マ ツ は 今 か ら 20 年 ぐ ら い 前 に

「KOMTRAX」という、１台１台の建設機械の

稼働状況を把握できるプラットフォームを開発

し、部品交換や定期メンテナンスのサポートを

目的として、コマツは業界に先駆けて標準装

備した。ビックデータのはしりとして、コマツでは

稼働データを解析して販売・生産・在庫の計

画に活かすなどしてきたが、お客様はコマツの

機械の稼働は把握できるものの他社機の状

況は見ることができないという課題もあった。 

このような事情もあり、社内の意向は踏まえ

つつ「LANDLOG」はオープン化に踏み切った。

「クローズか、オープンか」を社内で議論したり、

「オープン化することにどういう意味があるの
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か」という説得をしたりするのではなく、お客さ

まの現場の課題解決には「オープン化しかな

いのだ」というロジックで突っ走った。これが今

のコマツのスマートコンストラクションの姿であ

る。 

 

 

 

 
（出所）コマツ中期経営計画（2019-2021 年度）より抜粋（再掲） 

 

73



 
 

74 
 

 

 

CASE2：碌々産業株式会社 
「微細加工機と AI Machine Dr.（ものづくりとコト作りの掛け合せ戦略）」 

代表取締役社長 海藤 満 講師 

＜企業データ＞ 

創業年：1903 年 資本金：1 億 4400 万円 

従業員数：180 名 本社所在地（URL）：東京都 http://www.roku-roku.co.jp 

事業内容：高精度加工機、微細加工機、特殊加工機、プリント配線基板加工機等の製造販売 

 

■微細加工のリーディングカンパニー 

当社は微細加工機というニッチな機械分野

のリーディングカンパニーを目指すというビジョ

ンを掲げている。ニッチになればなるほどマー

ケットは狭くなるので、ニッチトップになるには

必ずグローバル展開が必要となるので、グロ

ーバルニッチトップ戦略を展開している。 

当社では微細加工機を形状精度で５ミクロ

ン以内の加工精度が出せる機械と定義づけ

している。最近は１ミクロン以下と、髪の毛の

70 分の１ほどの精度を狙った微細加工機を

展開している。スマートフォンのイヤホンの金型

はかつて職人が手で磨いていたが当社の微

細加工機を使えば機械加工だけで鏡面仕上

げができる。はやぶさの姿勢制御用のエンジン

ノズルのバリの出ない穴あけ、痛くない注射針

の金型加工など多様な微細加工を手掛けて

いる。 

 

 

■“四位一体”の取組みと“遠隔診断” 

図面寸法で±0.5 ミクロンという究極の加

工精度を出すには①最適の微細加工機、②

最適のソフトウエア、③最適の工具、④最適の

加工環境という４つの要素を揃える必要があ

り、これを四位一体の取組みと呼んでいる。微

細加工機はオリンピック選手のようなもので、

四位一体のように常に最高の体調を整える必

要がある。 

海外の EMS メーカーをはじめとするお客様

は四位一体の状態が保たれている当社の工

場で試験加工を行い、要求精度を満たすと納

得して機械を購入していただける。しかし、自

社工場では思うように精度が再現できない場

合がある。工場内の温度などオペレーションの

環境が微妙に変わってしまうからである。血液

検査などの健康診断結果は医者でなければ

正確に読み解けないのと同様に、お客様に嫁

がせた微細加工機もマシンドクターのように当

社が“機械の健康管理”をする必要があるの

ではないかと考え、遠隔医療と同じ発想に基

づく AI Machine Dr.という遠隔診断を開発

した。 

■微細加工機の状態を見える化 

主軸のベアリング近傍の温度、鋳物の中の

温度、加工室内の温度、機械の床の近くやテ

ーブル上面近傍の温度、機械の背丈にあたる

地上２メートルの外気温と、温度だけでも様々
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な部位の状態をモニタリングし、これに電力、

圧力、流量、負荷などを加えた全部で 36 項
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で、オリンピック選手の微細加工機は常に最

高の体調を整える必要があり、機械の状態を

モニタリングすることでオペレーターにはわから

ない様々な異変を我々が読み取り、微細加工

機の体調を整えて加工品の歩留まりを上げる

ことができる。 

 

■クラウドにビッグデータとして蓄積 

クラウド環境内であれば時間と空間を超越

でき、どんな遠隔地でも瞬時にアクセルするこ

とが可能なので、クラウド上のサーバをレンタ

ルしてビッグデータとして蓄積している。ビッグ

データとして蓄積できれば、AI を活用してデー

タを解析し、予防保全や早期トラブル解決、コ

ンサルティングへと展開でき、これも IoT の大

きな利点に捉えている。実際、データを分析す

ることで最適加工条件などが見えてくる。工具

折損の予知につなげたり、主軸の寿命予知に

つなげたりすることもできる。 

■IT ベンチャーと連携 

AI Machine Dr. と い う ROKU-ROKU 

Cloud Monitoring System はコアコンセプ

ト・テクノロジーと連携して開発した。コアコン

セプト・テクノロジーの COO の田口氏はインク

スの出身で、インクスは今から 15 年前には

CAD 図面から金型を１週間くらいで作ってし

まうという画期的なシステムを構築しており、当

社の微細加工機はインクスでも活用してもらっ

ていた。そのような経緯もあってすぐに合意して

協業することが決まり、当社のプラットフォーム

はコアコンセプト・テクノロジーがつくり、当社は

微細加工機に注力するというパートナーシップ

ができあがった。自前主義ではなく、全く違う

分野の方と協業したからこそ、短期にこのよう

なサービスを提供することができた。 

■Machining Artist の普及活動 

工業製品は 10 万個、100 万個を一定の

精度で歩留まりをよくしなければならず、それ

には加工技術を見える化・デジタル化して、か

つ、それを論理的に分析でき、さらに自分の得

たスキルを後進に情熱をもって伝達できる人

が必 要 となる。当 社 はそういう人 を Expert 

Machining Artist として認定し、敬意を表し

て認定証も出している。日本人ならではの感

性をもったモノづくりのアーティストが社会的に

認知され、微細加工は「カッコいい」仕事とな

ることが日本の産業競争力にもつながる。
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CASE3：株式会社英田エンジニアリング 
「『コト』を見据えた『モノ』づくり」 

代表取締役 万殿 貴志 講師 

＜企業データ＞ 

創業年：1974 年 資本金： 6,000 万円 

従業員数：125 名 本社所在地（URL）：岡山県 http://www.aida-eng.co.jp/ 

事業内容：冷間ロール成形機・造管ライン、フォーミングロールなどの研究開発及び製造販売、コイ

ンパーキング（無人駐車場・駐輪場管理システム）、破砕機粉砕機用刃物 

 

■顧客の利益がものづくりの原点 

当社はお客様に製品を提供するのではな

く、お客様に「喜んでいただけるもの」を提供

するという考えのもとでものづくりを展開して

いる。たとえば、冷 間 ロール成 形 機 を納 品 さ

せていただくことが目的ではなくて、お客様に

成 形 機 を安 全 に使 用 していただき、利 益 を

出していただくことを目的に据えている。利益

ばかりを追求すると、その行為をお客様の負

担 になり、結 局 そのお客 様 は逃 げていく。利

益に捉われず、お客様にとって何が必要なの

かという最終目的地を見据えていれば、良い

モノづくりは出来ると考えている。 

■３つの製造部とコインパーキング事業 

当社には 3 つ製造部がある。 

NIC 製造部は主に駐車場や車の不法侵

入 防 止 を目 的としたパワーボラード等 をつく

っている。アクセルとブレーキの踏み間違いを

防止するストップペダルという製品もつくって

いる。 

RF 製造部はロールフォーミング製造部の

略称で、様々なロール成形機をつくっている。

環 境 機 器 製 造 部 では、破 砕 機 粉 砕 機 に使

用される刃物の新材料開発やフォーミングロ

ールなどの熱処理を中心に手がけている。 

このほか、駐車場機器のものづくりに端を

発したパークンパークという 24 時間営業の

無 人 駐 車 場 ・駐 輪 場 も手 掛 けており、コイン

パーキング事業が売上の半分以上の割合を

占めるに至っている。 

■リモートメンテナンスシステム 

どうすればお客様の企業活動が活性化さ

れるのかということを常に考え、行きついたサ

ービスが「リモートメンテナンスシステム」であ

る。これは当社のサービス部門と回 線を通じ

てお客様の設備をダイレクトにつなぐシステム

である。 

従 来 は、設 備 の故 障 診 断 やプログラムの

変 更 などは全 て当 社 の社 員 が現 地 に出 向

いて行 っていたが、移 動 費 もかかる上 、その

間お客様の機械が止まってしまう。こうした無

駄を省くために、IT を活用してお客様の設備

と当 社 のコンピュータをつなぐことによって、

不具 合の早 期発 見や消 耗品の交換 時期を

事 前 にお知 らせできるようになり、お客 様 の

機械停止のロスを防ぐことができる。お客様

の設備のシステム更新（ソフトウエア）等も遠

隔地から行うことができる。 

また、リモートメンテナンスを活用して、お客

様自身で機械を修理していただくことも可能

となる。たとえば、シンガポールに輸 出した機

械のお客様からタッチパネルソフトの変更希

望が出た際には、リモートメンテナンスがある

おかげで即時実施することができ、当社の出
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張 工 数 や費 用 等 の削 減 とお客 様 の費 用 負

担 の削 減 、タイムリーな対 応 等 、相 方 に多 く

のメリットがあった。このシステムは遠 隔 地で

あればあるだけ効果が大きい。 

これから 5G の時代になってくると、さらに

お客 様との対 応のスピードが上がってくるの

で、ますます有効活用できるしくみであると考

えている。 

なお、モノづくりからアフターサービスまでを

手掛けているが、どんぶり勘定ではなく、どこ

で採算がとれているのか、どこで問題が発生

しているか、機 種 ごと部 門 ごともすべて明 確

に分かるようになっている。 

■工場長にも稼働状況の見える化 

お客様からは「トラブルが発生すると現場

での再 稼 働 に一 生 懸 命 となり、工 場 長 の自

分 にすぐに報 告 が上 がらないため適 切 な指

示 が出 せない」という相 談 を受 けたため、工

場長のパソコンやタブレット端末にもリモート

メンテナンスによる設備の稼働状況を見える

化し、工場長がすぐに現場に駆け付け判断・

決断を下せるようにした。当社からもリモート

メンテナンスとして“症状”を見ることができる

ので、トラブルの原因把握と対策を指示する

ことができる。お客 様 の生 産 状 況 の把 握 や

設備の保全、生産量自動検知、トラブルの早

期 復 旧 、歩 留 まりの向 上 等 ができるように、

相当なレベルまで改善・改良されている。 

今の時代、お客様の工場からソフトウエア

や生 産 技 術 に強 い技 術 者 が減 っており、初

歩的なミスでも気づかれないことが増えてい

る。お客様に成り代わって当社がリモートメン

テナンスする必 要 性 はますます高 まるとみて

いる。 

■縁を大切にした情報ネットワーク 

人と人との縁を大切にしており、こうした縁

を通じて、ビジネスに必要な情報は地元の中

小 機 構 や経 済 局 、JETRO、さらに県 の産 業

振興財団などから得ている。日頃から縁を大

切にすることで、相談に出向いた際に親身に

なって相談にのっていただける人をつくってい

る。

 

（出所）万殿講師プレゼン資料 
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CASE4：月井精密株式会社、株式会社 TERMINALQ 
「クラウド見積りネットワーク 変わる見積業務の未来」 

代表取締役社長 名取 磨一 講師 

＜企業データ＞ 

創業年：1981 年 資本金：1,000 万円 

従業員数：１３名 本社所在地（URL）：東京都 https://www.tsinc.jp/ 

事業内容：航空衛星・自動車・医療・光学・計測機器などの分野で試作から量産まで幅広く部品

供給を手掛ける精密機械部品加工メーカー 

 

■勘と経験と度胸の見積りからの脱却 

月井精密は航空宇宙産業、自動車産業、

サーキットレース用のパーツ、そういった精密

部品の削り出しをするような試作・多品種少

量加工 を手 掛けている。これだけデジタル化

が進んだ中で見積りはアナログな世界のまま

で、値決めという会社の収益に直結する極め

て重 要 な作 業 でありながら、「勘 と経 験 と度

胸」による感覚的なもので決められている。す

なわち、見積もった人の感覚が思いきり収益

に影 響 してしまう怖 い現 状 に置 かれている。

しかも安 く見 積 りすぎた案 件 がリピート案 件

化してしまうと、何年も赤字部門を抱えること

になってしまう。 

特に当社のように、これまで世の中にない

一品モノの試作開発の見積りはベンチマーク

となるものがなく、徹夜をして見積もっても受

注できる確約もなく、見積り作業は３Ｋ作業と

すら言われて離職 率も高い業 務だった。そこ

で非 常にデリケートであるにもかかわらず感

覚 に頼 っている部 分 をもっと合 理 化したいと

考 え、クラウド見 積 りネットワークを提 供 する

ベンチャー企業を立ち上げた。 

■勘と経験と度胸の見積りからの脱却 

見積りをつくるためには材料や工具をはじ

めとする様々な協力先からも見積りを取る必

要があり、膨大な書類の山ができる。見積り

にはその図面をどうやってつくり、何分で加工

でき、どこの材料メーカーにどういうサイズで

発 注 するのか、そしてそれぞれ幾 らで取 引 さ

れているのかという貴重な情報が記載されて

いる。にもかかわらず、失 注 するとこれをすべ

てごみ箱 に捨てていた。この情 報 を捨てずに

集 めれば非 常 に価 値 のあるものになるので

はないかという思 いから、まず自 社 の見 積 り

を集めてデータ化し、見積りシステムをつくる

ことにした。 

 

■見積りのビッグデータ化 

他 社 もほぼ同 じ状 況 にあることがわかり、

自 社 だけではなく他 社 の見 積 り情 報 も集 め

ることでかなり貴重なビッグデータになると考

え、自社でつくった見積りシステムをソーシャ

ルネットワーク化し、ID とパスワードを発行し

パブリックシステムとして取引先も含めてどん

どん使ってもらうことにした。すると、取引先の

取引 先みたいな形でどんどん拡 散 し、あっと

いう間にビッグデータが溜まっていった。 
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事業内容：航空衛星・自動車・医療・光学・計測機器などの分野で試作から量産まで幅広く部品

供給を手掛ける精密機械部品加工メーカー 

 

■勘と経験と度胸の見積りからの脱却 

月井精密は航空宇宙産業、自動車産業、

サーキットレース用のパーツ、そういった精密

部品の削り出しをするような試作・多品種少

量加工 を手 掛けている。これだけデジタル化

が進んだ中で見積りはアナログな世界のまま

で、値決めという会社の収益に直結する極め

て重 要 な作 業 でありながら、「勘 と経 験 と度

胸」による感覚的なもので決められている。す

なわち、見積もった人の感覚が思いきり収益

に影 響 してしまう怖 い現 状 に置 かれている。

しかも安 く見 積 りすぎた案 件 がリピート案 件

化してしまうと、何年も赤字部門を抱えること

になってしまう。 

特に当社のように、これまで世の中にない

一品モノの試作開発の見積りはベンチマーク

となるものがなく、徹夜をして見積もっても受

注できる確約もなく、見積り作業は３Ｋ作業と

すら言われて離職 率も高い業 務だった。そこ

で非 常にデリケートであるにもかかわらず感

覚 に頼 っている部 分 をもっと合 理 化したいと

考 え、クラウド見 積 りネットワークを提 供 する

ベンチャー企業を立ち上げた。 

■勘と経験と度胸の見積りからの脱却 

見積りをつくるためには材料や工具をはじ

めとする様々な協力先からも見積りを取る必

要があり、膨大な書類の山ができる。見積り

にはその図面をどうやってつくり、何分で加工

でき、どこの材料メーカーにどういうサイズで

発 注 するのか、そしてそれぞれ幾 らで取 引 さ

れているのかという貴重な情報が記載されて

いる。にもかかわらず、失 注 するとこれをすべ

てごみ箱 に捨てていた。この情 報 を捨てずに

集 めれば非 常 に価 値 のあるものになるので

はないかという思 いから、まず自 社 の見 積 り

を集めてデータ化し、見積りシステムをつくる

ことにした。 

 

■見積りのビッグデータ化 

他 社 もほぼ同 じ状 況 にあることがわかり、

自 社 だけではなく他 社 の見 積 り情 報 も集 め

ることでかなり貴重なビッグデータになると考

え、自社でつくった見積りシステムをソーシャ

ルネットワーク化し、ID とパスワードを発行し

パブリックシステムとして取引先も含めてどん

どん使ってもらうことにした。すると、取引先の

取引 先みたいな形でどんどん拡 散 し、あっと

いう間にビッグデータが溜まっていった。 
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その頃、偶然知り合った情報処理や AI の

大学の専門家に「見積り作業を AI にやらせ

たい」と相 談 したところ、クラウドの専 門 家 な

ども巻き込んだチームが結成でき、さらに 20

万枚まで図面を集めましょうと言われた。こう

し て 集 め た ビ ッ グ デ ー タ を 活 用 し て

TerminalQ という見積りネットワークの仕組

みをつくった。 

■TerminalQ の特徴 

TerminalQ では社内の原価算出から売

価の決定までができる。その中には工具代の

算出、材料代、運送費、人件費、社内の加工

工程の算出、外注への見積り依頼など値段

に絡むものが出てくるので、これをソーシャル

ネットワークの力でつなげてしまえば、図面の

横に金額の回答が返ってくるような仕組みを

つくればいいのではないかという発 想 でつく

っている。つまり、web 上で様々な会社が繋

がり合 い、見 積 り作 業 がオールインワンで完

結するツールを開発しようと考えた。 

現在、国内外の工場が 1,500 社ぐらい加

盟しており、内訳は受注企業が約 9 割、発注

企業が約 1 割で、１日当たり 2,000 枚ぐら

いの図 面 がシステムの中 でやりとりされてい

る。これをビッグデータとして、１日 2,000 枚

の図面のつくり方をシステムがどんどん学習

しているという形になる。これらのインプットデ

ータを活用することで、成約率の高い広告サ

ービスを打 てたり、各 社 の得 意 技 術 の分 析

ができたり、独自の評点システムがつくれたり、

マクロの景 気 予 測までできることが見えてき

た。現在、AI による完全自動見積 り機能の

開発などを進めている。 

■TerminalQ のターゲット市場 

加工請負業は国内約 24 万社、海外約

300 万社、市場規模では合計約３，８８８億

円 にのぼる。さらに全 製 造 業 のみならず、見

積り業務が必要な業界は国内約 150 万社、

海外約 3,000 万社、市場規模は海外だけ

でも 3.6 兆 円 にのぼる（総 務 省 統 計 局 調

べ）。TerminalQ は製造業に限らず、見積り

業務を必要とする業界に横展開が可能なた

め、TerminalQ を待 っている市 場 は極 めて

大きい。 

  

 
（出所）名取講師プレゼン資料 
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■日本発のプラットフォームが必要 

BtoC の ビ ッ グ デ ー タ ビ ジ ネ ス は 現 在

GAFA の独占状態にあり、日本発のプラット

フォームサービスが少 な過 ぎるという現 状 に

非 常 に危 機 感 を覚 えている。見 積 りのネット

ワークを海外企業にやられてしまうと、図面に

凝縮された製造方法、加工時間、取引金額

といった貴重なビッグデータが海外へ流出し

てしまう。日本の「ものづくり」を守る意味でも

BtoB のビッグデータを日本国内で死守する

必要があり、「ものづくり」にかかる情報を日

本に留め置くためにも TerminalQ のバージ

ョンアップを急ピッチで進めている。具体的に

は、２０２１年 7 月には AI 工程算出サービス

を開始し、2022 年 1 月には AI 製作依頼

先選定サービスを開始する予定がある。 

長年築き上げてきた製造業のノウハウをビ

ッグデータにし、世界中の製造業に対して AI

サービスとして提供し、結果的に世界の製造

業の AI イニシアティブを日本がとれるように

したいと考えている。

  

 

 
（出所）株式会社 TERMINALQ 
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CASE5：会宝産業株式会社 
「SDGs による経営」 

代表取締役社長 近藤 高行 講師 

＜企業データ＞ 

創業年：1969 年 資本金：5,700 万円 

従業員数：75 名 本社所在地（URL）：石川県 https://kaihosangyo.jp 

事業内容：自動車リサイクル・中古自動車部品の輸出・販売 

 

■後始末の責任を果たす会社へ 

1969 年に先代の父親が近藤自動車商

会を設立し、2015 年に二代目として自身が

社長に就任した年に SDGs が国連サミット

で採択された。それ以来、SDGs を経営の根

幹に据えて事業を展開している。 

世 界 の新 車 販 売 台 数 に占 める日 本 車 の

割合は 33％に達している。SDGs の 17 の

Goals の 1 つに「つくる責任つかう責任」と

いうものがある。「つくる責任」というのはメー

カー側にある。「つかう責 任」というのは我 々

一般消費者側にある。それに加えて、当社は

「あとしまつの責任」を果たしている。つまり、

メーカーにはすばらしい製品を国内外に供給

してもらい、当社は自動車リサイクル・中古自

動 車 部 品 の輸 出 ・販 売 という事 業 を通 して

再 利 用 ・再 使 用 を行 うことで後 始 末 の責 任

を果たしている。 

 

■循環産業の構築という使命 

自動車が引き起こす地球規模課題は大き

く分 けて３つある。プラスチックやタイヤが不

法廃棄され廃液などが垂れ流しになってしま

う「環 境 破 壊 」、必 要 な部 品 だけ外 して売 っ

て捨 てられることによる「資 源 ロス」、野 焼 き

による有毒ガスの発生といった「劣悪な労働

環境」である。 

地 下 資 源 や原 材 料 を掘 り起 こし、部 品 を

つくって、部品を組み立て、新車として販売す

るのが自 動 車 メーカーのような動 脈 産 業 の

仕事である。一方、当社のような静脈産業の

仕事は、中古車や中古部品を販売して終わ

りではなく、今まで地球 から原材料 を掘り起

こしていたものを地上資源としてしっかりと分

別 してまたメーカーに戻 していくところまでを

カバーすべきと考えている。自動車の地球環

境問題を解決するだけではなく、動脈産業と

一緒に価値を共創していく循環産業の構築

を目指している。 
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■中古エンジンの性能評価を確立 

当社は 30 年間ほど自動車リサイクル部

品 の海 外 輸 出 を中 心 に手 掛 けてきた。海 外

からバイヤーが買い付けにくるが、中古部品

は非 常 に安 い価 格 で買 いたたかれていた。

中 古 車 を査 定 する基 準 はあっても、たとえば

中古エンジン単体になると品質のチェックの

しようがなく、走行距離数の少ないエンジンも

事故を起こしたエンジンも区別されることなく

まとめて取引されるので、買い手は不良品を

つかまされるリスクを考慮して安く買いたたき、

売 り手 の解 体 業 者 とバイヤーの駆 け引 きが

続いていた。 

そこで、先代創業者が正々堂々と商売でき

るよう金 沢 工 業 大 学 と協 力して世 界で初 め

て PA777 という中古エンジンの性能評価が

できる規格をつくり、エンジンの性能をレーダ

ーチャート等で見える化し、適正価格で取引

できる環境をつくりあげた。 

 

 

■世 界 規 模 の自 動 車 リサイクルネットワーク

を構築 

当社は 90 カ国と取引しているので、大体

海外のマーケット状況や価格を把握できてい

る。海外のマーケット価格を知らずに、海外の

バイヤーに買 いたたかれている国 内 の同 業

他社の実情を踏まえ、海外マーケットの情報

を共有し、Win-Win 関係を構築できないか

と考え、「会宝リサイクラーズアライアンス」と

いう世 界 規 模 の自 動 車 リサイクルネットワー

クを立ち上げた。 

当社のシステムを使うことによって、幾らで

どの国に販売されているかが一目瞭然で分

かるようになり、その情報をバイヤーと交渉に

活 用 してもらっている。経 営 分 析 ・仕 入 れ調

達・海外輸出を一括サポートする仕組みで、

加盟金は 15 万円（税別）、月額利用料は 3

万円（税別）で提供しており、現在 68 社に

加盟してもらっている。 

どの部 品 にどんな素 材 が使 われているか

ということはメーカーからは公開されないため、

当 社 は廃 車 や中 古 車 を購 入 して一 品 一 品

調べていく必要があるが、その蓄積されたデ

ータを海 外 の方 たちにも活 用 してもらおうと

海外リサイクル事業の展開にも力を入れてい

る。中 古 部 品 はしっかり分 別 することで素 材

となり、環境保護にもなり、雇用創出にもつな

がる。 

2017 年６月に SDGs ビジネスアワードエ

コ シ ス テ ム 賞 を 受 賞 し た こ と を 皮 切 り に 、

2017 年 12 月、国連開発計画の UNDP が

主導するビジネス行動要請（BCtA）の一員

に会 宝 産 業 が選 ばれた。今 後 もグローバル

での循環産業の構築を通じて SDGs 達成を

後押ししていきたい。 

※本文図の出所は近藤講師プレゼン資料 
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CASE6：inaho 株式会社 
「RaaS モデルによる次世代農業パートナーシップ」 

代表取締役 COO 大山 宗哉 講師 

＜企業データ＞ 

創業年：2017 年 資本金：1 億円 

従業員数：23 名 本社所在地（URL）：神奈川県 https://inaho.co 

事業内容：RaaS モデルによる自動野菜収穫ロボットを中心とした生産者向けサービスのご提供 

 

■一次産業を AI とロボティクスで応援 

農業やロボットとは縁がない中、友人の農

家の手伝いを通して施設農家が置かれた厳

しい実態を痛感し、野 菜の収 穫ロボットサー

ビスを通して農家を支援できないかと 2017

年に起業した会社である。 

米、じゃがいも、にんじんなどは収穫の機械

化が進み一括収穫されているのに対して、ア

スパラガス、トマト、キュウリ、ナス、ピーマンと

いった野菜は人間が一つ一つ収穫時期を目

で確 認 して手 で収 穫 する「選 択 収 穫 」が行

われている。アスパラガスは約 8 ヶ月、朝夕収

穫作業を行う必要があり、農家は休みもとれ

ず、子供の授業参観にも行けず、腰を痛める

など重 労 働 に晒 されている。また、日 本 の農

家数は今後 15 年で半減するとみられており、

農家の生産性を倍に引き上げなければ食料

が足りなくなる。 

そこで、AI が収穫時期を判断し、ロボット

アームでアスパラガスを収穫できる収穫ロボ

ットを開 発 した。導 入 も極 めて簡 単 で、畑 に

白 い線 を引 くだけで、スマートフォンでボタン

を推せば白線の上をロボットが自走して野菜

の収 穫 が開 始 される。アスパラガスはハウス

栽培なので夏場は 50℃近くの高温になるが、

高温でも夜間の暗闇でも問題なく収穫でき、

一 つのハウスの収 穫 が終 わると次 のハウス

へ自動的に移動する仕組みとなっている。 

農 水 省の統 計によると、農 家の作 業 時 間
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にも売りに行けるようになり利益も増えたとい

う報告をいただいた。 

■RaaS：従量課金サービスを導入 

農家の平均年齢は 67 歳と高齢化してい

る。人手不足で野菜収穫ロボットを購入した

いと思 っても、農 機 具 の法 定 償 却 期 間 は 7

年なので 75 歳まで農業をやるだろうかと考

えて躊躇してしまうかもしれない。そこで農家

の視点に立ち、ロボットを購入してもらうので

はなく、ロボットは無償で貸し出し、収穫量に

応じて課金するビジネスモデルを考えた。ロボ

ットをサービスとして提 供 をするロボット・ア

ズ・ア・サービスの略となるが、RaaS というビ

ジネスモデルである。 

農業は自然災害などの影響も受けやすい

不確実性が産業であるにもかかわらず人件

費 は固 定 費 として抱 えなければならない。し

かし、ロボットであれば豊作の年に人手不足

になることもなく、不作の年に人件費を惜しく

感じることもない。 

■耐久性より性能アップデートを重視 

ロボットは販売しないので当社の資産とな

る。モノは売ってしまうと勝手に改造したりアッ
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プデートしたりすることはできないが、当社の

資産なのでどんどん性能を上げていくことが

できる。トラクターなどの農機具のモデルチェ

ンジは数年に１回であるが、当社の収穫ロボ

ットを構成するセンサー、バッテリー、CPU は

毎年より性能の高い部品がより安い価格で

市場に出てくるので、毎年アップデートしてい

くことができる。つまり、7 年間という償却期

間 を前 提 に耐 久 性 のあるロボットをつくるの

ではなく、より性 能 の高 い部 品 に交 換 するこ

とを前提としたものづくりへと発想を切り替え

た。 

一 般 に、耐 久 性 のあるロボットづくりは非

常 にコストが高 くつく。ロボットのように高 額

かつ技術進歩の速い領域こそ RaaS が向い

ている。これまでのビジネスモデルはモノを販

売した以降はどうやって保守でお金を稼ぐか

という発想になり、つくる側と買う側の利害が

相 反 しやすかったが、当 社 のビジネスモデル

はアップデートにより性 能 を上 げることで農

家 は収 穫 量 が増 え、当 社 も利 益 が増 えると

いう Win-Win 関係が構築でき、双方にとっ

て製品を継続的にアップデートするモチベー

ションにつながる。 

■学習データの蓄積 

収穫率が 100％のロボットは世の中には

存在しない。農家の期待値さえ上回っていれ

ばビジネスは成立するので、多少不完全なも

のでも早くリリースして市場に投入し、AI によ

る学習データを蓄積して徐々に性能を上げて

いくことを優先している。医療機器や精密機

器 の業 界 では難 しいと思 うが、製 品 の信 頼

性を担保せずとも早期 にサービスインできる

ところが当 社の事業 のメリットと考 え、データ

の蓄積を急いでいる。 

いつ、どこで、どんな野菜をどれだけ採れて

いるのかということは誰よりも先にわかるプレ

ーヤーになることに非常に大きな意味がある。

外 との開 閉 が頻 繁 に発 生 するハウスの入 り

口 と奥 では気 温 差 などの環 境 の違 いもあり

収 穫 量 が異 なる、といったきめ細 かなデータ

も取 得 できている。ハードウエアはやがて汎

用 化 されていくと思 うので、その時 には蓄 積

したデータを活用してどのようなバリューチェ

ーンを構 築 できるかが継 続 的なイノベーショ

ンにつながると考えている。

  

  

（出所）inaho(株)提供 

84



 
 

84 
 

 

プデートしたりすることはできないが、当社の

資産なのでどんどん性能を上げていくことが

できる。トラクターなどの農機具のモデルチェ

ンジは数年に１回であるが、当社の収穫ロボ

ットを構成するセンサー、バッテリー、CPU は

毎年より性能の高い部品がより安い価格で

市場に出てくるので、毎年アップデートしてい

くことができる。つまり、7 年間という償却期

間 を前 提 に耐 久 性 のあるロボットをつくるの

ではなく、より性 能 の高 い部 品 に交 換 するこ

とを前提としたものづくりへと発想を切り替え

た。 

一 般 に、耐 久 性 のあるロボットづくりは非

常 にコストが高 くつく。ロボットのように高 額

かつ技術進歩の速い領域こそ RaaS が向い

ている。これまでのビジネスモデルはモノを販

売した以降はどうやって保守でお金を稼ぐか

という発想になり、つくる側と買う側の利害が

相 反 しやすかったが、当 社 のビジネスモデル

はアップデートにより性 能 を上 げることで農

家 は収 穫 量 が増 え、当 社 も利 益 が増 えると

いう Win-Win 関係が構築でき、双方にとっ

て製品を継続的にアップデートするモチベー

ションにつながる。 

■学習データの蓄積 

収穫率が 100％のロボットは世の中には

存在しない。農家の期待値さえ上回っていれ

ばビジネスは成立するので、多少不完全なも

のでも早くリリースして市場に投入し、AI によ

る学習データを蓄積して徐々に性能を上げて

いくことを優先している。医療機器や精密機

器 の業 界 では難 しいと思 うが、製 品 の信 頼

性を担保せずとも早期 にサービスインできる

ところが当 社の事業 のメリットと考 え、データ

の蓄積を急いでいる。 

いつ、どこで、どんな野菜をどれだけ採れて

いるのかということは誰よりも先にわかるプレ

ーヤーになることに非常に大きな意味がある。

外 との開 閉 が頻 繁 に発 生 するハウスの入 り

口 と奥 では気 温 差 などの環 境 の違 いもあり

収 穫 量 が異 なる、といったきめ細 かなデータ

も取 得 できている。ハードウエアはやがて汎

用 化 されていくと思 うので、その時 には蓄 積

したデータを活用してどのようなバリューチェ

ーンを構 築 できるかが継 続 的なイノベーショ

ンにつながると考えている。

  

  

（出所）inaho(株)提供 

 
 

85 
 

 

 

CASE7：ライオン株式会社 
「データ利活用を前提とした新しい『ことづくり』に向けた新価値創出」 

研究開発本部 イノベーションラボ 副主席研究員 石田 和裕 講師 

＜企業データ＞ 

創業年：1891 年 資本金：344 億 3,372 万円 

従業員数：6,941 名（連結） 本社所在地（URL）：東京都 https://www.lion.co.jp 

事業内容：ハミガキ、ハブラシ、石けん、洗剤、ヘアケア・スキンケア製品等の製造販売 

 

■イノベーションラボの開設 

ライオンは 2018 年に「次世代ヘルスケア

のリーディングカンパニー」を経 営 ビジョンと

して掲げ、一人一人の「心と身体のヘルスケ

ア」を実現する新規事業、価値開発に取り組

んでいる。ビジョンを掲げる 1 年前には研究

開発部の中堅社員を中心に「モノ・コトづくり

革新プロジェクト」が立ち上がった。これはデ

ジタルトランスフォーメーションが進 展 する中

で業界の垣 根が低くなり、これまで競合とは

見なしてこなかった Amazon のような企業が

急 に競 合 になってくる可 能 性 もあると感 じ、

顧客の共感につながるような体験価値づくり

も考えていかなければならないとの危機感か

ら立ち上がった組織で、翌年にはプロジェク

トの進化形として「イノベーションラボ」が設

立された。 

イノベーションラボの特徴はピラミッド型で

はないフラットな組 織 で、メンバー全 員 が起

業家マインドを持って開発にあたっている。も

のづくりの経 験 が生 かされるメーカーではピ

ラミッド型の体制が機能すると思われるが、イ

ノベーションラボは年齢には関係なく、若い人

でもテーマを思 いついた人 がリーダーとなっ

て、都度、そのテーマの進捗によってフェーズ

に合った最適なメンバーを配置でき、自部所

に限らず他部所も含めてメンバーを組むこと

ができる。新規事業というのは経験が生きる

ようなものではなく、若い人のほうがむしろデ

ジタルのところには詳 しいので、自 発 的 に動

ける組織となっている。 

■口臭ケアサポートアプリ「RePERO」の開発 

RePERO（リペロ）はイノベーションラボで

生まれた成果の一つ。スマートフォンで撮影し

た舌 の画 像 を人 工 知 能 （AI）が分 析 し、口

臭リスクのレベルを見える化するスマートフォ

ンアプリである。このアプリを生活習慣に取り

入れることにより口臭ケアに対する意識が高

まり、口 臭 ケアに対 する行 動 変 容 を起 こすき

っかけとなることが期待されている。現在は口

臭 を気 にする従 業 員 が多 いサービス業 のほ

か、ヘルスリテラシーの向上を課題とする事

業者向けの B to B 事業として展開してい

る。 

 
（出所）ライオン(株)ウェブサイト 

なぜ口 臭 に目 をつけたか？口 臭 が、幅 広

い世代でコミュニケーションを阻害しているの

ではないかと考えた。世の中には様々な口臭
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ケア製 品 があるが、満 足 は得 られていない。

良い製品をつくることだけではなく、口臭を見

える化 して不 安 を解 消 することで、口 臭 ケア

の新 しい価 値 づくりにつながると考 え、開 発

に着手した。 

一般的な開発の初期段階ではマーケティ

ングの一貫としてグループインタビューやアン

ケート調査を行う。だが、口臭というテーマは

デリケートなので本音を把握しづらい。そこで、

SNS の方 が本 音 を探 れるのではと考えた。

不 満 買 取 センターという SNS のサイトから

「不満」情報を買い取り、それを AI を使って

テキストマイニングで分 析 させた。予 想 外 の

結果だが、自分の口臭も気になるが、相手に

も気 づいてもらいたい、でも言 えない、という

不満が多いことが判明した。さらに口臭は顧

客離反リスクにもつながり、百貨店や高級ブ

ティックのような接客業向けに BtoB ビジネス

としての展開の可能性が見えてきた。 

■オープンイノベーションによる開発 

口臭の大部分は口の中に原因がある。特

に舌 には食 べかすなどが残 り細 菌 が発 生 し

やすく、それが口臭の主な原因になっている。

そこで、この舌の汚れを画像から定量化でき

れば口 臭 リスクを予 測 できると考 えた。舌 の

画 像とその時 に計 測した口 臭 の測 定 値とい

うデータセットを大量に AI に学習させ、画像

から口 臭 リスクを予 測 できるアルゴリズムを

開発した。 

この開発にあたっては AI ベンダーとして富

士通クラウドテクノロジーと連携しながらスピ

ーディに進めた。自前なら 1～2 年はかかる

開 発 をオープンイノベーションを有 効 活 用 す

ることで 2～3 ケ月で目的を成し遂げた。 

 
（出所）ライオン(株)アニュアルレポート 2018 

アプリケーションの開 発 では、研 究 員 でワ

ークショップを開き、ペルソナを立ててカスタマ

ージャーニーを描き、アプリの利用シーンを想

定しながらどのような機能が必要かを議論し、

必要なアプリや機能を絞り込み、アプリメーカ

ーとも連携してスピーディに作り上げた。 

■データを利活用した新価値創出に挑戦 

RePERO を東 急 百 貨 店 の営 業 スタッフ

50 名の方に 2～3 週間使ってもらった結果、

口臭不安が低減されて自信をもって積極的

に顧 客とコミュニケーションができるようにな

るといった狙 い通 りの効 果 が確 認 された。ま

た、RePERO の体験を通じ、口腔ケアへの関

心が高まるとともに、舌ブラシなどこれまで取

り入れていなかった新しい口腔ケア習慣が定

着 するという行 動 変 容 も生 じることを確 認 し

た。 

将来的にはヘルスリテラシーが高まった生

活者と RePERO を通じて繋がっているという

利点を活かし、様々な生活習慣データと掛け

合わせることによって、RePERO を介してそれ

ぞれの生活習慣に適したヘルスケアソリュー

ションを提供していくことに挑戦していきたい。 
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CASE8：資生堂ジャパン株式会社 
「資生堂パーソナライズ・スキンケア『Optune（オプチューン）』概要と開発背景」 

次世代事業開発部 デジタルフューチャーグループ 
Optune ブランドマネージャー 川崎 道文 講師 

＜株式会社資生堂の企業データ＞ 

創業年：1872 年  資本金：645 億円 

従業員数：38,640 名（グループ） 本社所在地（URL）：東京都 https://corp.shiseido.com 

事業内容：スキンケア、メイクアップ、フレグランスなどの「化粧品」を中心とした事業展開 

 

■パーソナライズド・ビューティ 

資生堂が発表した最新の３カ年計画の中

で描いた 2020 年から 2030 年の生活者、

世の中の変化では４つのパワーシフトに着眼

している。１つ目は生活者の変化で、ライフス

タイルがさらに多様化していき、クロスボーダ

ーにつながる若 年 層 のライフスタイルが大 き

く変わる。２つ目は経済の重心シフトというこ

とで、中 国 やアジアが大 きく伸 びていく。３つ

目は破壊的テクノロジーの台頭ということで、

今 までの延 長 線 上 にないような世 の中 の変

化が起きる。４つ目は産業の構造的変化で、

DtoC モデルということでメーカーがお客様と

ものすごく近い関係になっていくというふうに

見ている。 

こういった社 会 においては生 活 者 の美 の

価値観もどんどん多様化していき、従来の大

量生産だけではなく、もっとパーソナルあるい

はカスタムメードな事業が必要になってくるの

ではないかと考えている。資生堂が掲げてい

るキーコンセプトの一つ、「パーソナライズド・

ビューティ」もこのような社会背景を踏まえて

おり、一 人 一 人 異 なる、あるいは同 じ一 人 の

中 でもその時 々で異 なる美 しさへの欲 求 に

対して最適なソリューションを提供するという

考え方であり、新しい化粧体験・消費体験を

提供していこうとしている。

■揺れ動く肌の状態に合ったスキンケア 

「パーソナライズド・ビューティ」の取組みの

一 貫 として開 発 し、サービスとして提 供 を始

めたのが「Optune」というスキンケアサービ
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「Optune」は IoT の技術をベースにして

おり、スマートフォンアプリ、専 用 のマシン、そ

のマシンにセットする５本のスキンケアカートリ

ッジで構成 される。使い方は簡単で、専用ア
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ップで抽出する。マシンにセットする 5 本のカ

ートリッジは一人一人の肌データに基づき選

び抜 いたもので、レシピに基 づき調 合 されて

マシンから吐出されるようになっている。 

「Optune」アプリを使うと、その日そのとき

の自 分 の肌 状 態 、気 分 、睡 眠 状 況 などを確

認 でき、そのデータは過 去 にさかのぼって時

系列でも表示されるので、肌やソリューション

履歴をたどっていくこともできる。 
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■ターゲットは忙しく働く 30～40 代 

「Optune」のターゲットは、肌が日々変化

することを感じているものの、手入れをする時

間や自分にあった化粧品を探す余裕がない、

仕事に打ち込む女性や仕事しながら育児に

忙しい女性など、忙しくも充実している 30 代

から 40 代の女性たちである。新しい商品が

出 たらすぐに使 ってみたい、あるいは日 々雑

誌で新しい化粧品を調べたり見たりすること

が大 好 きという方 は「Optune」のターゲット

ではないと考えている。 

■化粧品のサブスクリプションモデル 

「Optune」は料 金 を月 々の定 額 制 （１万

円 ）とし、スキンケアカートリッジの残 量 が少

なくなってきたら自動でお客様の自宅にお届

けする。自分でカートリッジというプロダクトを

購入していただく必要 はない。忙しい女性た

ちも、化粧 品がなくなるたびに店に足を運ぶ

必 要 はなくなり、今 度 はどれを買 おうかと悩

む必要もなくなる。 

■変化する CRM 

「Optune」でユーザーとの関 係 は変 わっ

ていくのではないかと考 えている。従 来 の物

販では ID つきの POS データで購買実態が

かなり詳 細 にわかるようになってきている。し

かしながら、購 入 後 にどのように使 われてい

る か を 把 握 す る こ と は で き な い 。 一 方

「Optune」はユーザーの使用状況を把握す

ることができ、お客様がその日の何時何分に

どういうソリューションを使ったのか、そのとき

の肌状態はどうだったのかを把握することが

できる。 

それによって、今 後 は CRM（Customer 

Relationship Management：顧客関係管

理）が変化するとみている。従来は再購入や

購入品数を増やすための CRM であったが、

「Optune」では気持ちよく使い続けていただ

くための CRM ができると考えている。

  

  

（出所）(株)資生堂ウェブサイト 
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CASE9：ＨＯＹＡ株式会社 
「メガネにデジタル・ソリューションを加えて…“ことづくり”への挑戦」 

Audio Glass プロジェクト推進リーダー 吉田 忠之 講師 
法務担当リーダー兼 MW プロジェクト事業開発マネジャー 井上 浩一 講師 

＜企業データ＞ 

創業年：1941 年 資本金：6,264,201,967 円 

従業員数：37,412 名（連結） 本社所在地（URL）：東京都 http://www.hoya.co.jp 

事業内容：メガネやコンタクトレンズ、医療用内視鏡、白内障用眼内レンズ、さらには半導体やデジタ

ル機器産業を支える精密機器、デバイスなどを多角的に展開 

 

■世界を耳から“解放せよ” 

「Audio Glass」は骨伝導で音を聴く新し

いライフスタイルの提案である。音は耳で聴く

ものと思 い込 んでいるかもしれないが、骨 で

も音を聴くことができる。骨伝導のイヤホンな

らば耳 を塞 がないので、周 囲 の環 境 音 にも

気を配ることができる。 

 

この「Audio Glass」は HOYA の新規事

業として提案されたものであるが、新規事業

を考 案 する際 に考 えた条 件 は、①クラウドに

アクセスできるデバイス、②楽 しいもの、③か

っこいいもの、④社会問題を解決するもの、⑤

競争が無い、競争が少ないもの、⑥HOYA ら

しさ、⑦自分 が欲しいもの、であった。特に④

の社会問題は、自転車に乗りながらイヤホン

をつけて事 故 を起 こしたり、自 分 が怪 我 をし

たりといった事故を無くしたいと考えた。 

利 用 シーンはアウトドアで、素 晴 らしい景

色 を見 ながら、そして自 然 の音 を聞 きながら

体 中 に鳴 り響 く音 楽 を楽 しむことができる。

未知の体験だとコメントしてくれた方もいれば、

イヤホンをしていると危 ないが耳 を塞 がない

ので重 宝 している、といったコメントもいただ

いている。電 車 の中 で使 えないかとよく聞 か

れるが、そういうシーンは想定していない。 

■プロセスではパートナー探しを重視 

骨伝導スピーカー・メガネのアイデア、試作、

知 財 ・認 証 、市 場 調 査 は HOYA サービス

(株)（現在の HOYA デジタルソリューション

ズ(株 )）が行 い、製 造 、調 達 ・アセンブル、ロ

ジスティクス、販売・営業、アフターフォローは

HOYA(株)が行った。そのほか必要なパート

ナーはネットで調 べて電 話 でアポイントを入

れ、直 接 会 ってアイデアを伝 えて協 業 を働 き

かけた。骨伝導製品を製造しているメーカー、

アプリ制作会社、3D モデリングの設計がで

きる会社、広告会社やメガネ製造コンサルタ

ントなどである。 

新 規 事 業 を進 めていく上 ではトップの決

断は極めて重要である。トップが決断すること

で社内リソースが使え、事業をスムーズに進

めることができる。  
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■暗所視支援眼鏡 HOYA NW10 HiKA 

暗 所 視 支 援 眼 鏡 は世 界 で初 めて当 社 が

商 品 化 し た 。 事 業 立 ち 上 げ の き っ か け は 、

2015 年 8 月に九州大学医学部からコンタ

クトがあり、夜 盲 症 のための電 子 眼 鏡 をつく

りませんかという依 頼 であった。夜 盲 症 は昼

の明るさであれば視力があるが日差しがなく

なる夕方や夜になると視力が急激に落ちる。

日 本 にも夜 盲 症 の方 が数 万 人 はいて、その

方たち向けの特殊用途の眼鏡をつくって欲し

いと相談された。 

この病 気 の特 徴 は夜 になると物 が見 えづ

らくなることと、そして視野が狭くなってくるこ

とである。視野狭窄の方は我々が見ている風

景の一部しか見えない。治療法はなく、大学

病 院 でも経 過 観 察 しかできない。九 州 大 学

の先 生 からは、患 者 さんがだんだん閉 じこも

っていくので、暗 いところでも生 活 できるよう

な眼鏡をつくり、QOL（Quality Of Life）を

上げて欲しいと言われた。 

そこで、九州大学との共同研究に着手し、

1 年後には試作機をつくって臨床研究を実

施した。網膜色素変性の患者さん 28 名に

協力してもらい、九州大学構内につくった暗

所に障害物 を配置し、この眼鏡をかけること

で障 害 物 を避 けて歩 くことができることを確

認できた。 

 

商品化を行うにあたっては、できれば屋外

実験をしたいと考えた。視覚障害者の方がホ

ームから落ちたという事故がニュースで流れ

ることもあり、鉄道会社なら協力していただけ

るのではないかと思い東 急 電 鉄 にコンタクト

をとったところ、実 際 に電 車 が動 いている時

の用賀駅と二子玉川駅で実験を行うことが

できた。 

■軽量化して健常者へも用途拡大 

眼 鏡 の性 能 は向 上 しているが、構 造 は基

本 的 に 650 年 間 進 化 し て こ な か っ た 。

NW10 に GPS を搭載すれば、位置情報を

頼 りに目 的 地 までの音 声 サポートもできる。

また、電子 眼鏡はズームや色補正もでき、録

画もできる。電子眼鏡が既存眼鏡の代替品

としてプレミアムセグメントに入 る日 が来 ると

みており、健 常 者 にも使 いやすいものへと進

化させていきたい。

 

 
（出所）HOYA(株)ウェブサイト
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（出所）HOYA(株)ウェブサイト
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CASE10：オムロン株式会社 
「オムロンのイノベーション経営」 

イノベーション推進本部 プロジェクトマネジメント室長 石原 英貴 講師 

＜企業データ＞ 

創業年：1933 年 資本金：641 億円 

従業員数：35,090 名（連結） 本社所在地（URL）：京都府 https://www.omron.co.jp 

事業内容：制御機器事業（センサー、コントローラー等）、ヘルスケア事業（生体情報センシング技

術、医療機器や検査装置等）、社会システム事業、環境関連機器・ソリューション事業、電子部品事

業（リレー、スイッチ等） 

 

■未来を描く「SINIC 理論」 

「SINIC 理論」とは、創業者・立石一真が

1970 年国 際未来学会 で発表した未来予

測理論で、今なお当社の経営の羅針盤とな

っている。「SINIC 理論」は科学と技術と社

会 の間 には円 環 論 的 な関 係 があり、新 しい

科 学 が新 しい技 術 を生 み、それが社 会 への

インパクトとなって社会の変貌を促すという流

れと、逆 に社 会 のニーズが新 しい技 術 の開

発を促し、それが新しい科学への期待となる

という、異なる 2 つの方向から相互にインパ

クトを与えあっているとしている。 

 

この「SINIC 理論」では工業化社会の最

終 段 階 である情 報 化 社 会 の後 には 2005

年からの最適化社会が、そして 2025 年に

は自律社会へ移行すると予測されている。

■100 の“ベンチャー”から成る集合体 

「SINIC 理論」に基づきいろいろなチャレ

ンジをしてきた結果、当社は 100 あまりの事

業 ポートフォリオで成 り立 っており、最 も大 き

なビジネスも数百億円ほど、全て数十億から

数 百 億 の範 囲 の事 業 で構 成 されている。つ

まり、結果として当社はおよそ 100 の“ベンチ

ャー”から成 る集 合体 のようになっている。つ

まり、オムロンは小さいビジネスが寄せ集まっ

た、ある意味ベンチャーの集合体みたいな会

社だと御理解いただきたい。 

■CTO 直轄下で大量のトライ＆エラー 

ベンチャーの集 合 体 なので、常 に次 の仕

込みを仕入れておく必要があり、新しい事業

をつくり出すこと、すなわちイノベーションはオ

ムロンの中では宿命であり、大量のトライ＆エ

ラーをいかにやっていくかが非常に重要な会

社なのである。 

2015 年に CTO というポジションを新たに

つくり、P/L 責任を負うことなく CTO の下で

イノベーション活 動 を展 開 している。また、近

い未 来 に世 の中 がどうなっていくのかという

近未来をデザインした上でバックキャストとし

て、フォアキャストとの交 点 にどのような事 業

機会をつくっていくべきか、その事業機会をい

かにオムロンの各 事 業 部 門 の成 長 につなげ
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ていくかという観点で取り組んでいる。 

■新規事業組織として IXI を設置 

この CTO の下で 2018 年から正式に新

規 事 業 に特 化 してやる組 織 、IXI（イクシィ）

を立ち上げた。ただし、IXI がイノベーションを

やると言う発想ではなく、IXI はあくまでもオ

ムロン全社のイノベーションプラットフォームで、

全社員、時には社外の人もアイデアを持ち込

み、このプラットフォームの上で新しい事業を

つくっていこうという発想で立ち上がった。 

創 業 以 来 、当 社 はベンチャー企 業 として

様々なソーシャルニーズの創造にチャレンジし

てきたが、事業が大きくなるとともに、事業の

延長線上でのトライ＆エラーになりがちとなっ

ていたので、今一度原点に立ち戻り、事業の

枠組みを超えて全社でトライ＆エラーの数を

増やすことを狙いとして創設されたプラットフ

ォームである。 

 

このプラットフォームを活用して、近未来デ

ザインから戦 略 策 定 ・事 業 検 証 までを一 気

通貫で実行する。そして、このプラットフォーム

は人財育成 の場にもなっており、選抜された

り、あるいは自 ら手 を挙 げたりしてプロジェク

トに参加してもらい、2～3 年徹底して鍛えた

後 は元 の部 門 に戻 ってもらい現 場 で活 躍 し

てもらう、そういう人材輩出組織として運営し

ている。

 

 

（出所）石原講師プレゼン資料 
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を立ち上げた。ただし、IXI がイノベーションを

やると言う発想ではなく、IXI はあくまでもオ

ムロン全社のイノベーションプラットフォームで、

全社員、時には社外の人もアイデアを持ち込

み、このプラットフォームの上で新しい事業を

つくっていこうという発想で立ち上がった。 

創 業 以 来 、当 社 はベンチャー企 業 として

様々なソーシャルニーズの創造にチャレンジし

てきたが、事業が大きくなるとともに、事業の

延長線上でのトライ＆エラーになりがちとなっ

ていたので、今一度原点に立ち戻り、事業の

枠組みを超えて全社でトライ＆エラーの数を

増やすことを狙いとして創設されたプラットフ

ォームである。 

 

このプラットフォームを活用して、近未来デ

ザインから戦 略 策 定 ・事 業 検 証 までを一 気

通貫で実行する。そして、このプラットフォーム

は人財育成 の場にもなっており、選抜された

り、あるいは自 ら手 を挙 げたりしてプロジェク

トに参加してもらい、2～3 年徹底して鍛えた

後 は元 の部 門 に戻 ってもらい現 場 で活 躍 し

てもらう、そういう人材輩出組織として運営し

ている。

 

 

（出所）石原講師プレゼン資料 
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2019 年度ものづくり競争力研究会 開催日程 

 

第 1 回 2019 年 9 月 12 日 

（1）「ものづくり競争力研究会（令和元年度） 設立趣意について」 

（2）「ものづくり競争力研究会（令和元年度）調査研究の方針と主な論点」 

 

第 2 回 2019 年 10 月 10 日 

（1）「メガネにデジタル・ソリューションを加えて…“ことづくり”への挑戦」 

HOYA 株式会社ビジョンケア部門 

Audio Glass プロジェクト推進リーダー 吉田 忠之 氏 

法務担当リーダー 兼 MW プロジェクト事業開発マネジャー 井上 浩一 氏 

（2）「データ利活用を前提とした新しい『ことづくり』に向けた新価値創出」 

ライオン株式会社 

研究開発本部 イノベーションラボ 副主席研究員 石田 和裕 氏 

 

第 3 回 2019 年 10 月 28 日 

（1）「資生堂パーソナライズ・スキンケア『Optune（オプチューン）』 概要と開発背景」 

資生堂ジャパン株式会社 

次世代事業開発部 デジタルフューチャーグループ 

Optune ブランドマネージャー 川崎 道文 氏 

（2）「スマートコンストラクションで実現する建設産業のデジタルトランスフォーメーション」 

株式会社小松製作所 

執行役員 スマートコンストラクション推進本部長 四家 千佳史 氏 

 

第 4 回 2019 年 11 月 7 日 

（1）「SDGs による経営」 

会宝産業株式会社 

代表取締役社長 近藤 高行 氏 

（2）「クラウド見積りネットワーク 変わる見積業務の未来」 

月井精密株式会社 

代表取締役社長 名取 磨一 氏  
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第 5 回 2019 年 11 月 28 日 

（1）「微細加工機と AI Machine Dr.（ものづくりとコト作りの掛け合せ戦略）」 

碌々産業株式会社 

代表取締役社長 海藤 満 氏 

（2）「RaaS モデルによる次世代農業パートナーシップ」 

inaho 株式会社  

代表取締役 COO 大山 宗哉 氏 

 

第 6 回 2019 年 12 月 12 日 

（1）「オムロンのイノベーション経営」 

オムロン株式会社 

イノベーション推進本部 プロジェクトマネジメント室長 石原 英貴 氏 

（2）「報告書骨子案の提示および審議」 

 

第 7 回 2020 年 1 月 23 日 

（1）「『コト』を見据えた『モノ』づくり事例発表」 

株式会社英田エンジニアリング 

代表取締役 万殿 貴志 氏 

（2）報告書案の提示および審議」 

 

第 8 回 2020 年 2 月 13 日 

（1）「報告書案の提示および審議」 

（2）「“Connected Industries”政策の新展開」 

経済産業省 

製造産業局 参事官（デジタルトランスフォーメーション・イノベーション担当) 

（併）ものづくり政策審議室長 中野 剛志 氏  
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2019 年度ものづくり競争力研究会 委員名簿 
（委員 五十音順、敬称略、所属役職等は研究会開催当時） 

 

座長： 小川 紘一 東京大学 未来ビジョン研究センター 客員研究員 

委員： 池田 拓史 テクノスデータサイエンス・エンジニアリング株式会社 

   執行役員常務 

 市川 芳明 多摩大学 ルール形成戦略研究所 客員教授 

 尾木 蔵人 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 

   コンサルティング事業本部 国際業務支援ビジネスユニット 

   国際アドバイザリー事業部 副部長 

 白坂 成功 慶應義塾大学大学院 

   システムデザイン・マネジメント研究科 教授 

 高梨 千賀子 立命館アジア太平洋大学 国際経営学部 准教授 

 立本 博文 筑波大学大学院 ビジネス科学研究科 教授 

 西岡 靖之 法政大学 デザイン工学部 システムデザイン学科 教授 

三神 万里子 ジャーナリスト 

＜オブザーバー＞ 

 中野 剛志 経済産業省 製造産業局  

参事官（デジタルトランスフォーメーション・イノベーション担当） 

   （併）ものづくり政策審議室 室長 

 住田 光世 経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 課長補佐 

 中村 彬良 経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 係長 

   （2020 年 1 月 1 日～） 

 受田 憲昭 経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 係長 

   （～2019 年 9 月 30 日） 

 山本 太郎 経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 係長 

   （2019 年 10 月 1 日～） 

 中田 英彦 経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室 調査員 

＜事務局＞ 

 安達 健祐 (一財)企業活力研究所 会長 

 福岡 徹 (一財)企業活力研究所 専務理事 

 志田 英一 (一財)企業活力研究所 企画研究部長 

 関口 英子 (一財)企業活力研究所 主任研究員 

   （～2019 年 11 月 30 日） 

 福本 泰起 (一財)企業活力研究所 主任研究員 

 吉本 陽子 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 主席研究員 

 重田 雄基 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 副主任研究員 
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令和元年度調査研究事業 

デジタル・プラットフォーム構築による 

製造業の競争力強化に関する調査研究 

―デジタル時代における新たな企業成長のあり方― 

２０２０年（令和 2 年）3 月 

一般財団法人 企業活力研究所 

〒105-0003 東京都港区西新橋 1-13-1 

Tel (03)3503-7671 Fax (03)3502-3740 
https://www.bpfj.jp/ 


